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はじめに

エネルギーシステムの変革が世界中で急速に進む中、人、
社会、地球のいずれにとっても好ましい結果となるエネル
ギー転換を、あらゆる分野のリーダーたちが一丸となって
加速させる必要があります。この変革を推進する上で主導
的な役割を果たすことができるのは、企業です。

2023 年、企業の代表で構成するインターナショナル・
ビジネス・カウンシル（IBC）がエネルギー需要のあり方に
ついて集中的に調査・検討することを決定したのもそのため
です。同組織のメンバーは合わせて全世界のエネルギー
供給量の 3% を消費しています。その需要が減れば、温室
効果ガス排出量 (GHG ) を抑えられ、エネルギーをこれまで
入手するのが困難だった地域でも、より容易に利用可能に
なるでしょう。それに加えて、世界の経済生産高の拡大にも
寄与します。しかし、その方向に向かうための活動や施策は
まだ十分に実行されていないのが現状です。

私たちの調査では、エネルギー需要を引き下げるために、
あらゆる企業が今日からでもすぐに始められる具体的な
行動が数多くあることが分かりました。そうした行動を各
企業が積極的に実践するようになれば、需要を短期間に
費用対効果の高い方法で最大 31% も削減できる可能性が

あります。また、その恩恵は瞬く間にどのセクターでも享
受できるようになるでしょう。しかも、いずれの取り組み
も新しい技術を必要とせず、投資利益率が高いことも魅力
です。そのような協調行動は、成長と生産性の向上を促し、
パリ協定で定めた削減目標の達成に向けた世界全体の歩
みを再び軌道に乗せることにもつながります。また同時に、
COP28 で 120 か国以上が表明した、エネルギー効率の 
改善率を世界平均で年率 2 倍にするという誓約の履行も
後押しすることになります。

こうした調査結果は、成長市場か成熟市場かを問わず、
どのマーケットのリーダーにとっても胸を躍らせる朗報で
あるはずです。この調査活動を支援してくださった IBC の
全メンバーに、この場を借りて感謝申し上げます。私たち
の願いは、世界がエネルギー分野のネットゼロを実現さ
せるために、供給課題に取り組むのと同様の努力を需要
の削減に向けても傾注するようになることです。この白書
が、まだこうした取り組みに関わっていない多くの企業や
政府を啓発し、共に行動し始める動機付けになることを 
期待してやみません。もう誰にも足踏みする時間は残され
ていないのですから。

アナ・ボティン
サンタンデール・グループ会長

インターナショナル・ビジネス・ 
カウンシル 議長

ボブ・モリッツ 

PwCグローバルチェア

インターナショナル・ビジネス・ 
カウンシル メンバー

オリビエ・シュワブ
世界経済フォーラム 取締役
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エグゼクティブ・サマリー

エネルギー需要を削減する取り組みは、実施する価
値が十分にある。2030 年までに有効な対策を講じ
れば、エネルギー原単位（国内総生産（GDP）当
たりのエネルギー消費量）を最大で 31% 削減で
き、年間最大 2 兆米ドルの節約が可能になる（「付
録 A1：方法論」を参照）。エネルギー原単位を削
減すれば、これまで無駄になっていた、あるいは過
剰に使用していたエネルギーをより生産的な活動に
振り向けることができるようになるため、成長を押
し上げる効果がある。また、企業が排出量を削減し
ながらより多くの現預金を手元に残し、競争上の優
位性を維持するのにも有効な施策となり得るだろう。
本白書では、エネルギー需要削減に向けた官民の
取り組みの価値とその実現方法について概説する。
そうした活動は今日からでもすぐ始めることが可能
であり、いずれも投資対効果が高く、既存のテクノ
ロジーのみで実行できる。そう考えると、供給課題
の改善に向けた取り組みと同様の意欲を持って、エ
ネルギー需要の削減努力を推し進めることは、極め
て理にかなっているという見方ができるだろう。

適切な行動を取るためには、経済生産高を維持しな
がら、エネルギー需要の増加ペースを抑える、ある
いは減少に転じる方法を見つけることがまず重要に
なる。2050 年までに、世界の総人口は 20 億人増
加し、GDP は倍増すると予測されている。また、新興
市場や開発途上国（EMDE）は、成長しながら開発
目標を達成するために、低コストのエネルギーを大
量に必要としている。同時に、世界は供給エネルギー
の脱炭素化を目指している。需要と供給の課題に同
時に取り組むことが、エネルギー問題の抜本的改善
を実現するための最善の方法だ。

エネルギー消費量を抑える行動は今すぐにでも実行
できる。それも多くの費用がかからないばかりか、そ
こから利益を生むことも可能だ。本白書のベースと
なる調査では、どの企業や国でも、既存の手段を
活用してエネルギー原単位を削減できることを示す
結果が出ている。建物、産業、運輸（BIT）分野が
対象となっているインターナショナル・ビジネス・
カウンシル（IBC）の事例を見ると、適切な公共政策
に支えられた行動を実践すれば、世界のエネルギー
需要を約三分の一減らせるだけでなく、同時に経済
生産高をさらに拡大させることも可能であることが 
分かる。多くの資金を費やさなくても、これだけの

ことができるのだ。また、世界全体で需要削減に向
けて投じる介入コストを 10 年以内に全額回収でき
る見通しもあり、そのとおりに行けば年間 2 兆米ド
ル規模の節約を実現できると試算されている。

このような変化は三つの手段を活用してもたらすこと
ができる。一つ目は、「エネルギーの節減」。事業
運営費（OpEx）を財源とする業務改善介入を通じ
てこれを実現する。通常、効果はすぐに現れるが、
組織全体で多くの介入策を調整し、エネルギー費の
無駄遣いに絶えず目を光らせる必要があるため、ど
の程度の効果を上げているかが多くの場合、見過ご
されがちになる。二つ目は「エネルギーの効率化」。
これには、資本的支出（CapEx）が伴う対策を企業
の直接管理下で講じる必要がある。節減と効率化を
共に進めていけば、企業は、本調査で特定すること
ができたエネルギー原単位の改善策のうち、少なく
とも半分の削減目標を多くの資金や労力をかけずに
達成することができる。残るもう一つの手段は「バ
リューチェーン・コラボレーション」だ。どの企業も、
サプライヤーやビジネスパートナーと直接協力しな
がらエネルギーの節減を進め、コストを削減するこ
とで、他社よりも先にネットゼロに向けた取り組み
の成果を出し、競争力を一層高めることができる。

どのセクターも、行動を効果的に実行するためには、
企業活動や公共政策の指針となる「ロードマップ」
が必要となる。供給側の改善策と統合しながらエネ
ルギー消費量を管理することで得られる利益を享受
するには、企業別ならびに国家単位でエネルギー
転換を図る計画を立案することが求められる。エネ
ルギーの需要と供給のどちら側に比重を置く企業で
あっても、行政と足並みを揃えながらこの計画作
りを推し進め、エネルギー問題に立ち向かうそれぞ
れの行動の足かせとなる障壁の撤廃に有効な手段
やその除去作業の成果について認識を深める必要
がある。

こうした計画の策定は、エネルギー需要に対する意識
や改善意欲を高める上で不可欠な次のステップになる。
COP28 では、120 か国以上がエネルギー効率の 
改善スピードを倍増させることを誓約した。 
IBC は、こうした各国の強い意気込みを企業側から
支える主導的な役割を果たすことができるだろう。

すべての企業が、今すぐエネルギー需要を削減する行動を 
取ることができる。いずれも収益性が高く、気候変動 
対策の目標達成に向けた取り組みの加速にもつながる。
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エネルギー需要の変革が 
重要である理由

1

エネルギー需要を押し下げる行動を取ることで 
エネルギー消費量を最大31%減らし、 
年間コストを最大2兆米ドル節約できる。

もしも、ある企業が 3 年以内に年間の事業運営費を
10% 削減できれば、どのような変化が生まれるだろ
うか。あるいは、利益率を 2 ～ 3％向上させること
ができる企業があるとしたら、株価にどのような影
響が出るだろう。しかも同時に、温室効果ガス（GHG）
排出量が減り、事業のレジリエンス（強靭性）も強
化できたとしたら、どうだろう。

これらは単なる仮定ではなく、IBC のメンバー企業
が取り組んだ各社の改善成果の実例に基づく話だ。
こうしたことを実現できた背景には、各企業とも本
白書の中心テーマである「エネルギー需要の変革」
に向けた行動を取ってきたという共通点がある。

エネルギー・トライアングル図 1

エネルギー
転換

供給
再生可能エネルギー

原子力
化石燃料

配給
送電・伝送
パイプライン
インフラ

時間枠

エネルギーの
安全保障と
レジリエンス

公正で
手頃な価格

地政学

経済

サステナビリティと気候変動

需要
産業

都市開発と建物
輸送

イネーブラー：
政策、資金調達、
コラボレーション、
テクノロジー、
デジタル化、人材

注：三角形はエネルギーのトリレンマ、すなわち「経済性（アフォーダビリティ）」、「安全保障（セキュリティ）」「持続可能性（サステナビリティ）」を 
いずれも犠牲にせずに確実に維持しながら、公正なエネルギー転換を実現する難しさを表している。

出典：世界経済フォーラム 『Fostering Effective Energy Transition（効果的なエネルギー転換の促進）』 2023年
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課題

エネルギー転換を図る上での主要課題には、安全保
障、経済性、持続可能性の三つの側面がある。各側
面の課題に個別に取り組むとそれぞれの間に相反す
る緊張が生まれ、全体の取り組みが進むにつれ、そ
の緊張関係はますます高まる（図 1 参照）。

安全保障

第一の課題は、地政学的情勢の不安定さが増す中
で、炭化水素が大きく占める今日のエネルギー供給
構造の改革を進めると同時に、エネルギーの確実か
つ安定的な供給を維持することである。2021 年か
ら 22 年にかけて、欧州ではエネルギー不足と価格
高騰が産業基盤を脅かしたために、他の新興市場
や開発途上国（EMDE）に振り向けられていた石油
やガスまでも調達する必要に迫られた 1。その結果、
新興市場や EMDE 諸国は石炭をより多く消費せざる
を得なくなり、全体としてエネルギー価格の上昇に
追い打ちをかけることになった。

経済性

第二の課題に挙げる経済性とは、エネルギーを企業
だけでなく社会全般で入手可能にすることを意味する。
2050 年時点のエネルギー需要に関しては様々な予測

（図 2 参照）が発表されているが、大方の見方どおり
世界の GDP が倍増 し、総人口が 20 億人増加すれば、
とりわけ現在の需要の約 60% を占める EMDE におい
てエネルギー供給システムへの圧力が強まるだろう 2。

EMDE 市場には経済成長への明確な道筋が必要であ
り、それには手頃な価格でクリーンエネルギーを大
量に入手可能なルートの確保も含まれる 3。エネル
ギー需要が賄えなくなれば、エネルギー価格の高騰を招
き、成長や競争力の阻害要因になる恐れがある。

持続可能性

第三の課題である持続可能性の成否は、世界が今
後のエネルギー需要の増加に対応し、パリ協定で定
めた 2050 年までの目標達成に向けた様々な施策を
順調に進められるかどうかにかかっている。再生可
能エネルギー分野の成長が 3 倍に伸びたとしても、
数々の現行シナリオでは 2050 年までにクリーンエ
ネルギーの供給が大幅に不足すると予測されており

（図 3 参照）、化石燃料由来エネルギーを増やさざる
を得ない。このことは、再生可能エネルギーのサプ
ライチェーンが十分に整備されていない EMDE には、
同様あるいはそれ以上のインパクトがあるだろう。

これまでの議論や行動の大半は各国政府やエネル
ギー会社によるエネルギー供給課題への取り組みに
焦点を当てており、結果として分散型発電設備の急
速な増加などによって、エネルギーシステムに目覚
ましい変化が見られるようになった。しかし、気候変
動対策や各種開発計画の目標に比べてエネルギー転
換の道筋は、許認可の遅れや資金調達難が足かせと
なり、未だに先が見えない状況が続いている。した
がって、供給面の課題克服に向けた取り組みが極め
て重要であることには変わりないものの、それだけで
エネルギー全般の問題を解決するのは難しい。

2050年までの需要増加予測図 2

現行政策 さらなる行動

シェル
「群島」

（基準年2019）

XOM
「世界的展望」
（基準年2021）

シュナイダー
エレクトリック

「ニュー・ノーマル」
（基準年2018）

トタルエナジーズ
 「モメンタム」

（基準年2021）

エクイノール
「壁」

（基準年2020）

BP
「新しい

モメンタム」
（基準年2019）

IEA
「STEPS」

（基準年2022）

IEA
「APS」

（基準年2022）

IEA
「ネットゼロ」
（基準年2022)

33%

14% 14%
9% 8% 8%

21%

-3%

-22%

世界の様々なシナリオにおける総エネルギー消費量の伸び率（サンプル）
％、基準年から2050年まで

出典：国際エネルギー機関（IEA）『Net Zero Roadmap: A Global Pathway to Keep the 1.5C Goal in Reach』2023年、シェル『The Energy Security Scenarios』2019年、エクソンモー
ビル『ExxonMobil Global Outlook』2023年、シュナイダーエレクトリック『Back to 2050: 1.5°C is more feasible than we think』2021年、エクイノール『2023 Energy Perspectives, 
2023年、BP『bp Energy Outlook 2023 Edition』2023年、IEA『World Energy Outlook 2023』2023年、トタルエナジーズ『TotalEnergies Energy Outlook 2022』2022年

 これまでのところ、 
ネットゼロを実現する 
ための活動は、様々な 
企業を広く巻き込む 
取り組みになっておらず、
行政やエネルギー業界
の施策に依存しすぎて
いる。
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商業用エネルギー需要に対する再生可能エネルギー供給量の不足分図 3

商業用エネルギー需要 再生可能エネルギー供給量

20502022

供給不足分

75% 42%

供給不足分

304

75

392

227

世界の商業用*総最終エネルギー消費量と再生可能エネルギー供給量、およびIEAが表明した政
策（STEPS）に基づくシナリオ: エクサジュール（EJ)、2022～2050年

このように今後は、供給課題の克服に向けた取り
組みと並行して、現在の活動と将来の成長に必要
なエネルギー原単位を削減し、エネルギー需要を
減少させることが非常に重要になる。これは事業
活動と社会活動の両方に求められ、取るべき行動
は密接に重なり合っている。適切な行動を実行す
れば生産性が向上するだけでなく、エネルギーの
入手が容易になり、経済成長にもつながる。その
行動とは、これまで無駄にしていた、あるいは過剰
に使用されていたエネルギーを新たな消費先や用途
に再配分できるようにすることだ。結局のところ、 
未利用のエネルギーほど、安く手に入るエネルギー
はないのだ。また、これは明らかに機会費用の問題
でもある。行動が遅れれば遅れるほど、エネルギー
支出は増大していき、気候変動対策の目標の期日
内達成が困難になるからだ。

だが、幸いなことに、エネルギー需要を押し下げ
る行動は、多くの費用をかけずに今すぐに実行可
能だ。あらゆるセクターのあらゆる企業が、手頃

な価格で導入可能な既存テクノロジーを利用して、
エネルギー原単位を削減することができる。つま
り、より少ないエネルギーでこれまでと同じ（また
はそれ以上の）生産高を生み出せばよい。それが
できれば、エネルギー関連の排出が減り、その結
果、排出原単位（製品の製造やサービスの提供で
生じる排出量）が減少していく。エネルギー消費
を抑える対策を講じることは、どの市場にとっても
有益である。より少ないエネルギーで生産性を高
めることには普遍的な価値があるからだ。ただし、
その恩恵を享受できる度合いは市場によって異な
る。例えば、先進国では、エネルギー原単位の削
減は環境リスクを軽減すると同時に総エネルギー
コストの低減にもなるため、競争力の強化に役立
つ。一方、EMDE では、エネルギー需要の管理
を強化するだけではなく、供給課題の打開にも注
力することで、エネルギーの確保をより容易にし、
先進国で見られるような低効率のレガシーシステ
ムへの依存回避を図りつつ投資を呼び込む力を高
めることができるだろう。

解決策：供給の課題と並行して、エネルギー消費のあり方の改善にも取り組む

*商業ビル、産業、輸送の各分野を合わせた総エネルギー需要（居住用ビルと道路輸送を除く）。
出典：IEA、『世界エネルギー展望2023』、2023年
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本白書では、エネルギー需要について調査した内容
を、「建物・産業・輸送（BIT）」を中心に記述する。その
理由は全世界のエネルギー需要の94%がこの三つ
の事業分野に集中しているからだ4。エネルギー原単
位の削減策については、全体を合わせて最大で調査

時点の現行水準よりも約31%の削減を実現可能 5 に
する一連の介入策（図4参照）を明らかにする。また、
さらに削減率を42%まで引き上げることを目指す場
合のより野心的な介入策も紹介する（図 6 参照）。

エネルギー需要削減効果の規模

エネルギー需要を短期間に削減する行動の潜在力（実現可能なシナリオのみ）図 4

特定業界での
エネルギー原単位削減の可能性

（実現可能な削減策を実施した場合*）

特定業界での
2020年時点のエネルギー需要

経済全体での
エネルギー原単位削減の可能性

（実現可能な削減策を実施した場合*）
1 2 3

‒ ①で、特定業界別に実施する介入策（例えば、より効率的な電気モーターの設置）を特定し、それらの効果を合算して特定業界ごとに全体のエネル
ギー原単位にもたらす潜在的な影響度を求めた。

‒ これらの変化が世界の需要に及ぼす全体的な影響度を算出するために、②でそれぞれの特定業界がエネルギー需要に占める割合を示している。
詳細が検討されていない部門（「その他」と定義）には、平均的なエネルギー原単位削減効果を適用した。

‒ 結果として、グローバルなエネルギー原単位に個々の介入策が及ぼす複合的な潜在的影響を示したグラフが③である。

2022年 需要産業 建物 輸送

442 EJ

6%

31%

29%

38%

21%

38%
産業

30%
建物

26%
輸送

その他

11%
産業

12%
建物

5%
輸送

4%
その他

こうした介入策の長期的な影響を理解するために、
本白書では、2030年までにそうした一連の策が世界
中で実行された場合に何が起こるかを考察する 

（付録「A1：方法論」を参照）。そのためにまず、2022年

から2030年の間にエネルギー原単位が全く改善され
なかった場合の2030年時点のエネルギー需要の
モデル化を行った（図5「効率化なし」シナリオ参照）。

*ここで言う「実現可能」とは、現在すでに広く利用可能な技術を使って実施でき、その結果として得られるエネルギー原単位の削減効果を示す関連データが  
  入手可能な介入策であることを意味している。
**パーセンテージは四捨五入の関係で合計31%にはならない。
出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年
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「効率化なし」シナリオによる2030年予測図 5

2022年時点のエネルギー需要： 2022年時点の総エネルギー消費量 エネルギー効率の改善が進まなかった場合の影響

「効率化なし」シナリオの2030年予測： 効率化が進まなかった場合の2030年のエネルギー需要予測

2022年時点のエネルギー消費量 エネルギー効率の改善が進まなかった場合の影響 「効率化なし」シナリオの2030年予測

442
574

131

+30%

EJ、2022～2030年、グローバル

「効率化なし」
シナリオ

2023年時点の
「現行政策」シナリオ

実現可能な介入策の影響と
 「効率化なし」の比較 野心的な

介入策の影響と
 「効率化なし」の比較

2030年時点の
「ネットゼロ」シナリオ

実現可能な削減策を
実施後の2030年時点

エネルギー需要

2030年までに実現可能な介入策をすべて実施した場合のエネルギー需要予測

過去のエネルギー効率改善率が維持された場合の2030年のエネルギー需要予測

2030年までに実現可能な介入策と野心的な介入策をすべて実施した場合のエネルギー需要予測「ネットゼロ」シナリオによる2030年予測

-31% -42%

-19%

574
482

406 393
331

野心的な削減策を
実施後の2030年時点

エネルギー需要

EJ、2030年、グローバル

2030 年まで「効率化なし」シナリオにこうした介入
策を実行すると、より少ないエネルギーで生産量を
維持することが可能となる。その結果、現行の諸政
策が施行された場合の予測レベルよりも 19% ほど
多くエネルギー原単位を削減することができるだろう

（図 6 参照）。これは、エネルギー原単位が年率 4.6%
で改善することを意味する。

この高い改善率は、持続可能な開発目標（SDGs）、
国際エネルギー機関（IEA）や国際再生可能エネルギー
機関（IRENA）が、ネットゼロを実現するために必要
として定めた現在の 2 倍に相当する 4% 以上という目
標を上回っている。したがって、こうした介入策が世界
中で適切に実行されることで、パリ協定で定めた目標
をも超える大きな成果を出すことが可能になるだろう。

2030年における世界のエネルギー需要に対する介入案の影響 6図 6

出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年 

*「実現可能な」シナリオとは、実施することが難しいステップが含まれるものの、技術的には実現が不可能ではないシナリオを指す。 
 「野心的な」シナリオとは、実現可能なすべての介入策に加えて、まだ実証例が少ないために正確な効果測定が難しく、実施後の 
 影響度が未知数の介入策も含めたシナリオを指す。

出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年 
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しかし、エネルギー需要や原単位の改善効果を示
す数値にいくら説得力があろうと、介入策は多くの
費用をかけずに実施できなければならない。繰り
返しになるが、朗報は供給エネルギーを化石燃料
から脱炭素系に切り替えるために必要な長期的な
設備投資に比べれば、エネルギー需要の引き下げ
にはわずかな資金で実行できる明確な手段が一定

幅あると考えられることだ。最近公開された IRENA
の報告書では、ネットゼロ実現に向けた介入策を
2030 年まで継続的に実行した場合の累積コストは
14 兆米ドルと試算 7。うち最大 8 兆ドルは実施中に
回収することができ、削減幅に応じたエネルギー価格
の変化状況にもよるが、現在の価格ベースで年間
最大 2 兆ドルの節約が可能になる（図 7 参照）。

2022年から2030年までの世界のエネルギー需要に対する 
エネルギー需要側の対策の効果と例示的な関連コストの影響

図 7

現行政策に基づくシナリオ2

2022年時点の需要

実現可能な削減策を実施後の
エネルギー需要

野心的な削減策を実施後の
エネルギー需要

現行政策が実施され、需要削減に
向けた更なる対策が講じられない
場合、0.9兆ドルの追加支出1 と
約3,000基の発電所増設が必要

2022年時点の需要に比べ、
1.1兆ドル相当のエネルギー節減1 

2022年時点の需要に比べ、
2.5兆ドル相当のエネルギー節減1 

全
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界
の
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ネ
ル
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ー
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費
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世界のエネルギー需要予測シナリオと関連コスト削減額
EJ、グローバル
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2022年 2030年

480 19%
現行政策の下での
支出予測に対し、
合計2兆ドルの節約

注：1.  現在のジュールあたりの平均価格が一定であると仮定。これはあくまで一例であり、現在の支出額に基づく価格の理論的な水準を定量化したものである。
実際の数値は、需要削減に対するエネルギー価格の反応や、エネルギー・システム全体とその燃料構成の変化によって変わる。　2. IEA「STEPS」シナリオ
出典：IEA「STEPS」シナリオ

供給への介入策は今後も重要だが、エネルギー消費
を抑える介入策は手持ち資金で賄うことが可能であ
り、10 年以内にコストを回収して、エネルギーの効
率化を長期的に維持することができる。結果として、
パリ協定で定めた目標に向かって進む世界の歩みを
一段と力強く、確かなものにすることができるのだ。

本白書では、あらゆる組織がこのような好循環を生
む行動を取りやすくなるように、有効な介入策を導入
する機会とそれを阻む障壁について解説する。また
エネルギー原単位の削減に向けた取り組みを加速す
る手段を明らかにし、変革を確実に前進させるため
の道すじにも言及する。推奨する介入策のほとんど
は今すぐにでも導入が可能であり、実施後 1 年以内
に大きな改善成果を実感できるだろう。

この結論は、世界経済フォーラムの諮問機関、イン
ターナショナル・ビジネス・カウンシル（IBC）の
メンバー企業への調査結果から導かれた。IBC は多
国籍企業 120 社で構成され、その事業は全体で世
界のエネルギー需要の約 3% を占める。調査の目
的は、エネルギー転換に向けて企業が現在どのよ
うな役割を果たしており、その役割をさらに拡大さ
せるための行動を妨げているものは何であり、そう
した障壁をどのように克服できるかを理解すること
だ。また、調査の一環として、エネルギー消費の 
あり方に焦点を合わせた再現可能な施策の特定を
試み、メンバー企業へのインタビューも実施した。 
以降、本文で提言する様々な推奨案には、一連の
調査活動を通じて得られた学びが反映されている。

エネルギー需要のトランスフォーメーション 10



エネルギー需要削減に有効な 
三つの手段

2

エネルギー原単位の削減に即効性のある既存の手段は 
三つある。しかし、それらを活用しようとする際に 
直面する障壁も存在する。

エネルギー需要の削減に有効な三つの手段図 8

エネルギー
節減

エネルギー
効率化1

バリューチェーン・
コラボレーション

10%

30%

45%

企業の継続的に実行する中核的な
行動や活動を変えることによって、
エネルギーの節減を図る。
主に事業運営費（OpEx）を財源とし、
短期間の投資回収が可能。

より少ないエネルギーでこれまでと
同じ業務を処理できるようにする。
通常、これは資本的支出（CapEx）が
伴う介入策であり、中核的な業務
プロセスを対象にする場合、
投資回収には中期間を要する。

隣接するサプライチェーンとスケー
ラブルで反復可能なパートナーシッ
プを組みながら、需要の代替性の向
上、需要の集約や柔軟な需要対応
を通じて、エネルギー原単位ならび
に排出原単位の削減を図る。

‒ 既存の冷暖房空調設備（HVAC）を
制御するAI駆動型ソフトウェア

‒ HVACのエネルギー原単位を
20～25%削減、
投資回収は1年未満

‒ スマート製品、照明、HVACの改良による
建物の改修

‒ 非産業部門の業務に必要なエネルギー
を27%削減

‒ 投資回収は15年未満2

‒ 都市部の地域熱供給設備に
エネルギーを供給するスウェーデンの
硫酸プラント

‒ 市の暖房エネルギー原単位を
25％削減

‒ 投資回収は1年未満

手段 説明
エネルギー原単位への
影響度の中央値 ケーススタディ

約

約

約

複雑性：低／
投資回収期間

は短い

複雑性：高／
投資回収期間

は長い

1

2

3

注：ここで言う影響度とは、特定のプロセス（例：照明需要のエネルギー原単位を75％削減できるLED照明の装着）のエネルギー原単位の減少率のことであり、
企業全体のエネルギー原単位の減少率ではない。

1. エネルギー効率は、広く使用され、よく理解もされている用語であるが、ここでは、特定の種類の介入策（設備投資などを通じてこれまでと同じタスクを 
より少ないエネルギーを使って完了できるようにする施策）を実施することによって向上できるエネルギー効率という意味に限定している。したがって、 
この文脈では「エネルギー原単位」や一般的に定義されている「エネルギー効率」と区別する必要がある。  2.  この例は、アラムコのLead by Exampleプログラム
から引用している。
オンライン版ケーススタディ入手先：: https://initiatives.weforum.org/energy-and-industry-transition-intelligence/transforming-energy-demand

図 8 に示す手段 1 と 2 は、すぐに成果が出る。エネ
ルギーの節減と効率化を図る介入策を適切に実施す
れば、技術革新、規制緩和や外部からの資金調達と
いった追加要件を加味しなくても既存のプロセスに必
要なエネルギー原単位を最大 90% 削減できるのだ。
この方向に向かう上で重要なベクトルとなるのが電
化である。なぜなら、電力は燃焼型のエネルギー
源よりも減耗リスクが小さいため、既存プロセスで
消費するエネルギー原単位が少なくて済むからだ。

繰り返すことで継続的な改善が定着し、削減効果を
さらに高めることができる。個々の行動は小さくても、
積み重なればやがてエネルギー原単位を大きく削減
することができるだろう（ケーススタディ1 参照）。

手段 3 の「コラボレーション」では、隣接するサプ
ライチェーンやパブリックセクターと協力することで、
企業がどれほど新たな価値プールや収益源を生み
出すことができるかを示している。そのためには、 
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エネルギー供給業者と協力し、長期的な視野に立っ
て、将来の変化に対応できるようにしなければなら
ない。諸課題の克服を待つのではなく、あらゆる分
野の企業が今すぐエネルギー転換に向けた取り組み
に積極的に参加することができる。

一例としては、エネルギー需要の集約が挙げられる。
これは即ち、企業やその他のステークホルダー（産
業クラスターに加わる事業体など）が協力して、地域
熱供給（図 8 参照）などを通じて、あるいは長期的
には循環型ビジネスモデルの設計を通じて、エネル
ギー原単位の削減を図ることを意味する。企業はま
た、金融機関、エネルギー会社や政府の協力を得な
がら供給代替性を高めてエネルギー需要を抑え、エ
ネルギー原単位ならびに排出原単位の削減を図るこ
ともできる。南アフリカでは、アフリカン・レインボー・
ミネラルズをはじめとする複数の鉱山会社が再生可
能エネルギー開発業者と提携し、オフテイク契約や

既存送電網から電力を託送する技術を使用して運用
する実用規模の太陽光発電所を建設した。地元金融
機関の支援と鉱山会社の保証の下で立ち上がったこ
の開発事業は、グリッド規模の新しい配電網をわず
か 18 か月間で稼働させることができた。これは、他
の多くの国における事例よりも早い。石炭中心の不
安定なエネルギー供給が課題となっている国で実現
したことを考えれば、非常に大きな成果だと言える。

企業が電力会社や政府と協力して需要や価格シグナ
ルに基づいて業務を調整することで、柔軟なデマン
ドレスポンス（需要応答）も可能になる。これには、
ピーク時の操業を控える、自家発電や蓄電設備を社
内に設置してエネルギーをより弾力的に使用するな
どが含まれる。こうした柔軟な対応は主に排出原単
位の削減に寄与する（一般に化石燃料は需要が高
い時期に使用率が上がるため）が、同時に送電網
の効率性や有効性の向上にもつながる 8。

経済や企業に課された要件は明確だが、それを満
たすために乗り越えなければならない大きな障壁
が三つある。

1.  意識の低さ 
調査対象企業へのインタビューを通じて、エネ
ルギーの使用に関する意識が低い企業がまだ
かなり存在することが浮き彫りとなった。この傾
向は、特にエネルギーを大量に消費する業界
以外の企業で顕著であった。こうした企業は概
ね、エネルギー消費を抑える対策を策定、実行
する能力を持たず、その目的で実施する介入策
が自社のエネルギーコストの削減、エネルギー
転換の促進やレジリエンスの拡大にどれほど有
効かを明確に理解する力に欠けている。また同
時に、自社で使用するエネルギーを戦略上の最
優先事項として捉えている企業も少ない。現に、
取締役会で排出原単位について討議する企業は
82% に上るのに対し、エネルギー原単位を議
題にする企業は 42% に過ぎなかった。

企業経営者たちとの議論においても、エネルギー
システムに関する問題は自社の手に負えるもので
はなく、解決責任は政府やエネルギー業界にあ
るという認識が示された。調査対象となった IBC
のメンバー企業に自社のエネルギー使用状況に
関する理解度を尋ねたところ、94% は十分に理
解していると回答。一方、影響が社内要因よりも
はるかに大きい社外要因や、サプライチェーンで
のエネルギー使用状況までを把握していると答
えた企業は 53% に留まった。その理由としては、
テクノロジーを活用した監視や報告の仕組みが
行き届いていないこと、ならびにサプライチェー
ン内の事業者とのパートナーシップやデータ共有
が限定されていることなどが考えられる。

企業内のエネルギーの使い道は広範囲に分散さ
れており、膨大な数に上る多種多様な活動でエ
ネルギーが消費されている。それぞれのエネル
ギーの使い方について目を光らせる役割を担っ
ている社内の管理責任者も一人ではなく無数に
存在する。加えて、エネルギー使用量の削減に

有効な介入策は、例えば、ある場所で電球を交
換したり、別の場所で新しいモーターを取り付け
たりといった、小さなタスクが大半を占める。こ
うした作業は地道なものであり、主導権を握っ
て変化を起こすきっかけになりにくいだろう。全
社のエネルギーコストを一元的に管理する責任
者や担当部署を置いていない企業も相当数に上
る。調査した企業のうち、29%はこの部類に入る。 

2. 適切な投資回収の難しさ 
調査対象企業の 38% が、エネルギー / 排出原
単位の削減に有効なソリューションには投資す
る意欲を沸かすだけの見返りが十分に望めない
と回答した。これは、投資回収期間の長期化に
起因する。一例を挙げれば、ビルの改修は非常
に大きな価値を生むが、投入した資金を全額回
収するには 8 年近くかかる。これは、企業が通
常、確実性の高い投資事業計画として回収期間
の目安にする 3 年から 5 年サイクルよりもかな
り長い。企業がエネルギー原単位の削減効果が
期待できる介入策に投資する準備を進める際、
その取り組みに割り当てる予算は、手持ち資金
の運用可能額、または金融機関からの融資を前
提にした資金調達計画によって決まるが、この
資金計画は介入策を実施した後に見込まれる収
益成長率をベースにしたものではない。エネル
ギー原単位の削減によって節約できるコストの
総額と、他の投資事業よりも長めになることを
想定した投資回収期間で設計される。

3. 改善努力を後押しする政策環境の不在 
調査に協力した企業が、エネルギー原単位の
削減を推進しにくい要因として繰り返し強調した
障壁は主に、改善努力を後押しする法規制が十
分に整備されていないこと（回答者の 47%）、
何をすれば良いかが明確になっていないこと

（同 47%）、インセンティブが足りないこと（同
38%）の三つだった。こうした阻害要因を取り
除くために各国政府は、エネルギー / 排出原単
位削減の大きな動機になり得る魅力的なインセ
ンティブをもたらす政策や法規制を策定する必
要がある。

課題：意識の向上と政策の実現可能性を高める環境の整備

42%

経営上、 
排出原単位を 

重視する企業は82%、 
これに対してエネルギー
原単位を重視する企業は
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企業向けソリューション –  
全体的アプローチ

3

あらゆる企業が直接業務と間接業務の 
エネルギー原単位を三つのステップで 
削減することができる。

1. 建物・産業・輸送（BIT）ポートフォリオ全体の
エネルギー使用を評価する。まず、社内および 
バリューチェーンにおける各直接業務の BIT 関連 
エネルギー消費量の内訳を作成する。次に第 4 章 
に述べる具体的な介入策（本白書で紹介する
ケーススタディやオンラインで入手可能なその他 
の手段も含む）から、各業務のエネルギー消費量 
削減に最も効果が高い可能性のある手段を特定
すべきだ。これは業種によって異なる。例えば、
金融機関は画期的な融資ソリューションを提供す
ることができるだろう。製品メーカーなら、製造
する各製品が耐用期間中に使用するエネルギー 
の総消費量を削減する方法を編み出すのも一つ 
の手だ。最も効果的な策を講じるためには、
地理的な条件も加味する必要がある。例えば、

EMDE や急成長市場では、現行オペレーション
の改善よりも、成長に要するエネルギー原単位
を最小限に抑えることに重点を置いた方が最適
なソリューションを得る確率が高い。

2. エネルギーシステムにおける自社の役割を理解
する。 第二のステップは、エネルギーシステム
における自社の役割を明確にすることだ（図 9
参照）。どのような役割を担っていようとも有意
義な影響を与える機会は必ず存在するが、それ
ぞれの立ち位置をしっかりと理解することで、 
果たすべき役割をどの程度まで全うできている
かを確認し、その時点で最も適切で効果の高い
行動を見極めることができるようになる。 

エネルギー・システムの役割図 9

典型

説明
他の企業に
エネルギーを
供給する事業体

エネルギーを
供給し、大量に
使用する企業

エネルギーを大量に
消費する活動を行い、
業務遂行に必要な
エネルギーコストを
重視する企業

エネルギーを
供給することも

大量に使用することも
ない企業

他社のエネルギー
削減努力を

成果に結びつける
企業

再生可能エネルギー
供給会社になる、
原単位削減に
顧客と協力する

エネルギーの節減

エネルギーの効率化

バリューチェーン・
コラボレーション

エネルギー転換が
可能になるよう
バリューチェーン
全般に働きかける

エネルギー使用量の
削減を図り、

ベストプラクティスを
他社と共有する

需要の集約に
主眼を置く

技術、資金や
その他のサポートを

提供する
例：コンサルティング

エネルギー会社
エネルギー生成業者

石油とガス

鉄鋼
化学

コンクリート
鉱業

日用消費財
小売

消費者向け技術

専門的サービスや
金融サービス

気候関連技術、測定技術

デマンドレスポンス

エネルギーに対する
現在の意識

エネルギー転換に向け
て果たせる役割

需要を
最大限に
削減可能な
手段

業界例

エネルギー供給
業者

サプライヤーと
ユーザー

エネルギー使用量が
多いユーザー

エネルギー使用量が
少ないユーザー

イネーブラー

高 高 低 中高中
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3. 変革プログラムを策定する
最後に、企業はいかにエネルギー転換計画に沿っ
て変革を推進できるかを検討すべきである。官民
が歩調を合わせた計画作りを進めることで、2030
年までに需要側の利益確保を前提にエネルギー
効率を 2 倍向上させ、供給側の改善努力と並行
して再生可能エネルギーを 3 倍に増やすことを目
指せるようになるだろう。主要な業界の企業は取
るべき詳細な行動を、国や自治体が定める目標
やロードマップと整合させ、活動費用を市場メカ
ニズムに組み込むことも重要だ。官民のこれらの

計画は、相関性を持たせる形でまず個別に、状況
に応じて変わる目標達成への道筋を複数示すよう
に策定し、その後でより広範なネットゼロ実現に
向けた総合計画に統合するのが望ましい。

本白書では、世界経済フォーラムと関係が深い企
業のケーススタディにより、これらの計画を策定・
実行する体系的なアプローチを構築する際に注
力すべき五つの作業分野を特定した（図 10 参照）。

実行のアプローチ図 1 0

‒ 直接エネルギーと間接エネ
ルギーを両方含むエネル
ギー転換計画を策定する

‒ 正確なデジタル化した測定
データを使用する

‒ 世界全体で目指す達成目
標と整合性のある包括的な
需要削減目標を含める（エ
ネルギー効率改善率の倍
増など）

‒ どの行動を優先すべきかを
検討するために、各行動の
ビジネスケースを作成する 
 

‒ 組織内のすべての階層の
熱意、説明責任やインセン
ティブを調整する

‒ エネルギー原単位の削減
目標の設定や資金調達
に関する作業を一元管理
する専門チームを創設
する

‒ 最高経営責任者または
最高財務責任者の
指揮命令下に、
最高エネルギー責任者
を置くのも一つの方法

‒ 資金調達の仕組みを
決定する

‒ 需要削減のための資金
を調達する作業は
複雑になるため、
協力する意思がある
金融機関を早い段階で
見つけておく

‒ エネルギー節減により
生じた資金を分配する
ソリューションの導入を
促進する

‒ できるだけ早く政府や
サプライチェーン内の
事業体に接触して、
協調行動への参加を
呼びかける

‒ この呼びかけを削減行動
を支える基盤整備の協力
要請にも活用する

‒ 介入策を（オフテイク
契約などを通じて）
引き受けてくれる
顧客やサプライヤーを
特定する

‒ エネルギーの供給方法を
改善するアイデアを
スタッフから引き出し、
全体のスキルアップを
図る

‒ 影響度のデジタル測定を
継続的に実施し、その
測定データを使用して、
社内の各部署や同業他社
で達成した影響度の
ベンチマーク分析を行う

‒ その結果を担当役員や
一元化チームのインセン
ティブと結びつける

‒ 企業間協力を通じて、
隣接するサプライチェーン内
の削減効果の測定範囲を
拡大し、より広範な変革を
可能にする

戦略化 一元化 資金調達 コラボレーション 測定

変革を推し進めるためには、ガバナンスの徹底を目
的とした具体的な活動の実践、特に隣接するサプラ
イチェーン内の事業体の行動が重要だ。個々の介入
策が全体に及ぼす影響の測定は難しいが、それぞれ
がこれまでの考え方を見直し、互いのガバナンス体
制やインセンティブをすり合わせることで、行動をよ
り広範囲に展開して生み出される利益をより長期的
に享受することが可能となる。また、変革の推進役
として「最高エネルギー責任者」を任命することも 

有効なアプローチになり得る。現時点ではまだ少数
だが、このような特命リーダーを社内に置くと、広範
な変革の推進に必要な能力、資金、ガバナンス強化 
ポイントを特定する中心的役割を期待できるだろう。
企業が乗り越えなければならない障壁として挙げた
エネルギーの課題に対する意識の低さや、各社で 
導入するソリューションが様々である状況を考えると、 
このアプローチは極めて大きな効果を生む可能性
を秘めている。
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企業向けソリューション –  
建物・産業・輸送の各分野で 
エネルギー変革の促進に有効な 
主な介入策

4

エネルギー変革の促進に有効な介入策は 
あらゆる業界に存在するが、 
その導入を阻む障壁をまず取り除く必要がある。

エネルギー変革の促進に有効な介入策は数多くある
が、「建物・産業・輸送（BIT）」の各分野を対象に、
エネルギー消費量への影響度の上で優先すべき介
入策に的を絞って話を進める。全般的な理解が進む
ことで、変革を確実に促進できる道筋とそれぞれの
導入を阻む障壁を乗り越える手立てが見えてくるで
あろう。介入策はいずれも、今すぐに開始できるも
のばかりで、導入効果を長期的に維持・拡大するに
は、継続的な技術的進歩とレガシーシステムの廃止
も必要になる。変革を推し進めるために、官民のス
テークホルダーは一丸となってインフラやサプライ

チェーンを連携させ、エネルギー需要の削減を技術
的に実現可能にする協力体制を構築する必要があ
る。単独では思うような結果が出なくても、他のス
テークホルダーとのコラボレーションによって成果を
出すことが可能になる。

こうした介入策によるエネルギー消費量削減効果
は、技術開発が今後進めばさらに高まるだろう。特
に人工知能（AI）は、以下に示すように今後あらゆ
る業界でエネルギー原単位の削減につながる無数
の改善機会を提供する可能性を秘めている。

AI には様々な形態があり、今後も開発が進むにつ
れてさらに進化していくであろう。重要なことは、
すでに現時点で大規模に導入可能であり、既存プ
ロセスの運用コストを AI で最適化して、企業や消
費者の利益になるエネルギー原単位削減ツールと
して活用されていることだ。

この最適化は多くの場合、リアルタイムのデータ
を使用して、環境条件の変化をより正確に予測し、
システムを最適な状態に微調整していく形を取る。
グーグルは輸送分野でこの最適化手法を様々な形
で実用化した。例えば、グーグルマップでは現在、
ドライバーが入力した出発地と目的地の間の交通
状況、地形や速度制限などの最新データを AI が

解析し、最も燃費効率の良いルートを提示する機能
を複数の国々で提供。2021 年 10 月以来、二酸化
炭素換算 2.4 MtCO2e の排出を食い止めたと推定さ
れている。しかも、二酸化炭素の排出に伴うエネル
ギーを節約し、出力損失もゼロに抑えられている。

車両を頻繁に使う企業では、同様のテクノロジー
を車両ルート管理に応用することができるだろう。
これにより、燃料コストとエネルギー原単位を削
減し、運送や輸送業務の効率化も可能だ。なお、
AI の活用法やエネルギー転換に AI が及ぼす影響
の拡大についてはレポート「Accelerating Climate 
Action with AI （AI による気候変動対策の加速）」
をご覧いただきたい。

AIとエネルギー原単位 – 事例B O X  1
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本白書で対象にした業種とセクター図 1 1

含む 含まない

全世界の最終エネルギー総消費量の業種・セクター別の内訳 (EJ、2022年)

業種 業界 介入領域 具体例*

セクター別

産業

採取と採掘

鉄鋼と鉄

化学

セメント

その他の産業

居住用

商業用
その他の建物

陸上

航空
海上

その他の輸送

建物

輸送

その他

サブセクター別

38%

8%

8%

5%
4%

13%

21%

9%

18%

6%

31%

25%

6%

442442

軽工業

採掘

化学

使用済み

既存の建物

貨物

旅客

新築

鉄と鉄鋼

改修

電気自動車

鉄と鉄鋼

1%

2%
2%

2%

拡大する対象範囲の詳細

* これらの例は本白書の後半でより詳しく取り上げているが、この他にもここでは紹介しきれなかった、高い効果が期待できる介入策の事例がまだ数多くある。 
例えば、運輸分野では、電気自動車に加えて、より効率の高い内燃エンジン車への移行によってエネルギー原単位を削減する明確な機会がある。

出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年

本白書では「産業」を市販製品を生産する重工業 
（鉄鋼、セメント、アルミ、採取産業）および軽工業
（その他すべて）のみに限定した狭義的な用語とし
て使用する。このセクターは全世界のエネルギー需
要の約 38% を占め、 温室効果ガス（GHG）排出量
の 21% を排出する 9。本白書では、このセクター内
のエネルギー消費量を相対的に表すために、化学、
採取産業、食品と飲料、製薬の各業界でどれほど
消費されているかを示す複数の事例と、より詳しく
掘り下げた製鉄業界の事例を紹介する。

今回の調査で、このセクターに有効な介入策（高
効率電動機の導入など）を最適な形で実施すると
各業界の業務プロセスのエネルギー原単位を最大
90% 削減できることが明らかになった。また、 
介入策を広く実施すれば、このセクター全体のエネ
ルギー原単位を現行比で 29% 押し下げ、世界のエ
ネルギー需要を 11% 減らすことができる。ただし、 
ここまでの成果を上げるには、すべての企業（各バ
リューチェーンに組み込まれた事業体を含む）が 
削減に向けた行動を例外なく推し進める必要がある。

産業4.1

改善機会
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産業界に有効な介入策が、個別にエネルギーに与える影響図 1 2

95%
90%
85%
80%
75%
70%
65%
60%
55%
50%
45%
40%
35%
30%
25%
20%
15%
10%
5%
0%

エネルギーの節減 エネルギーの効率化

様々な時代、地域

17%

28%

バリューチェーン・コラボレーション

62%

注：データは、エネルギー使用のサブセット（例えば、機械のエネルギー原単位に関するスタッフ研修の影響）に対する個別介入策の影響を表しており、
産業界のエネルギー需要または世界のエネルギー需要全体に対する影響を示すものではない。青色のデータポイントは、個々の介入策による影響の
中央値を示している。また、使用したデータポイントは、IBCのメンバー企業のケーススタディとより広範な調査の組み合わせから得られたものである。
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産業界でエネルギー需要の削減に有効な介入策図 1 3

エネルギーの節減 エネルギーの効率化 バリューチェーン・
コラボレーション

産業界でエネルギー需要の削減に有効な介入策

1 2 3

‒ スマートな工程設計（例：AIによる工場ライン
設計の最適化）

‒ 無駄な材料とエネルギー消費を削減する
ためのスタッフ研修と意識向上

‒ 生産ライン内の製造廃棄物の回収と再利用

‒ モーターの電動化と電動モーターの
最低エネルギー消費効率基準（MEPS）

‒ 暖房・換気・空調（HVAC）設備のアップ
グレード

‒ 低熱（180℃未満）プロセス用の熱源の
電化

‒ 熱電併給システム（CHP）の活用
‒ 熱回収と再利用
‒ モーター、暖房システム、照明などの

低力率機械における力率補正システム
の使用

‒ LED照明

‒ 製造用投入資源のリサイクル
‒ 環境に優しい原材料の調達
‒ クリーン・エネルギーと再生可能燃料を

購入するための需要集約
‒ インフラとエネルギー原単位削減策に

関する情報を共有するための異業種間
産業クラスター化

‒  製品使用時のエネルギー原単位を改善する
ための企業間パートナーシップ

‒ エネルギー・ハブの実現と統合エネルギー・
ソリューション

これらのセクターはエネルギーを大量に使用する事
業を中心とすることから「脱炭素が困難な部門」だ
と見られている。例えば、エネルギー効率の高い新
しい製鉄方法、直接還元鉄（DRI）法に切り替える
には現在稼働している設備を解体して一から建て直
す必要がある。こうした事情を踏まえると、有効な介
入策を導入するための設備投資には、償却に 25 年 
から 40 年かかる法外な資金が必要になる可能性が
ある。したがって、現状ではエネルギーの節減とエ
ネルギーの効率化の二つを目標に改善を図ること
で、設備のフルモデルチェンジをせずにエネルギー
消費量を今すぐ削減可能であることが重要なポイン
トとなるだろう。各国政府が打ち出すエネルギー政
策の中身を見ると、あまりにも多くが大きな達成目
標を掲げ、絶大な削減効果を期待した大規模施策
に集中しているきらいがある。そうした大掛かりな
プロジェクトだけでなく、より容易に導入が可能で

前進を実感しやすい、より実践的な取り組みに目を
向ける必要があるのだ。そうした地道な活動の積み重
ねを通じて事業基盤の近代化を推し進め、パリ協定で
定めた目標達成の可能性を高めることが重要である。

より長期的には、イノベーションを通じてよりエネル
ギー効率の高い製品の開発を推し進めることも有効
だろう。一例に、化学会社と環境サービス会社が提
携して電気自動車（EV）用バッテリー金属のリサイク
ルを促進する共同設計に着手した欧州の事例がある。
このパートナーシップの狙いは、重要な素材の現地
供給だ。また、AI（人工知能）の活用範囲は今後も
拡大していくだろう。その中には、産業機械の予知
保全を可能にする AI の導入など、既存のユースケー
スも含まれる。AI の活用により、産業機械の稼働
時間を増やし、不必要な定期的介入を省き、機械
の寿命を延ばすことができると考えられる。

1. 重工業

採取産業 
採取産業（鉱山、石油、ガスの採掘）は、全世界
で使用するエネルギーの約 8% を消費している。

採取産業ではエネルギーの約 93% が採掘、鉱山内
移動、破砕に使用され、これらはいずれも機械を
使用して行う作業である。したがって、この産業で
有効な介入策は主にエネルギー効率の向上を図る
施策だ。特にデジタル化による工場運営の最適化
や輸送業務の自動化と電化に重点を置いた取り組
みが有効だろう。トラックの運行ネットワークを自動
化すれば、ルート設定、稼働時間やスロットル入力
のタイミングの最適化を通じて、輸送エネルギー需
要を 15 ～ 20% 引き下げることができる。ある多国
籍鉱山会社で導入された自律走行トラックは 2018
年時点で、人間が運転するトラックよりも 700 時間
多く稼働し、トラック 1 台当たり 15% のエネルギー

コスト削減につながった。このように自動化は大き
な可能性を秘めているが、導入に踏み切るにあたっ
ては雇用に与える影響を考慮に含めた公正な形で
エネルギー転換を図るよう心がける必要がある。

石油・ガス業界では、一般的に資産集約型のプロ
セスを運用しているため、エネルギー効率を向上
させる策が大きな変革のテコとなる。例えば、掘削
技術を高度化することにより、掘削時間と生産率の
総体的な改善が可能になるだろう。ある大手石油・
ガス会社は、各種関連サービス企業の協力を得て、
リアルタイムの掘削データを出力するクローズド
ループ型自動有線ドリルストリングを導入した。 
このイノベーションにより、坑井 1 か所当たりの掘
削時間を 82% 短縮。リアルタイムデータの活用に
よって所定のエリアでより多くの炭化水素の抽出
が可能となり、全体的な生産量を増やすと同時に、 
一連のオペレーションに要するエネルギー原単位を
削減した 10。 

産業の事例

産業の 
エネルギー原単位は

29%
削減可能
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化学  
化学業界は現在、世界のエネルギー需要の約 10%
を占めている。また、その業界規模が最終製品（ア
ンモニアやメタノールなど）のニーズの高まりに牽
引されて急拡大（年率約 4% の成長）を続けている 11

ことを考え合わせると、この業界のエネルギー需要
を引き下げることが今後エネルギー転換を図る上で
極めて重要なポイントとなる。

この業界で使用するエネルギーの約半分は原料生産 
で消費される。原料の製造工程に組み込まれている
化学合成プロセスには精度が求められるため、より
エネルギー使用量が少ない代替品への置き換えは
難しい場合が多い。しかし、化学分野で最もエネル
ギーを消費するプロセスであるスチーム分解（消費
エネルギーの約 8%）12 をスチーム触媒を使用しな
い方法に切り替えることにより、エネルギー原単位を
削減することができる。例えば、ダウ社の UNIFINITY

（ユニフィニティ）テクノロジーは、従来の触媒法
と比較してエネルギー使用量を約 20% 削減し、既
存のスチーム分解装置にも後付け可能である。

2. 軽工業

製薬 
2021 年に約 10 億米ドル相当のエネルギーを消費

した製薬業界では、直接エネルギーの主な消費形
態は暖房、換気、空調（HVAC）で、同業界で発
生するエネルギー需要の約 65% を占めている。

世界的なエネルギー危機の影響で利益確保の大き
な圧力にさらされたある米国の製薬会社は、自社
の一拠点に熱電併給設備（CHP）を設置し、発生
した熱を製造工程の駆動に利用した 13。これにより、
一次エネルギー消費量を 37% 削減すると同時に排
出量も削減することができた。このような取り組み
が製薬業界全体で実施されれば、エネルギー消費
量を最大 20% 削減できる可能性がある。

食品と飲料（F&B） 
F&B 業界ではかねてよりエネルギー原単位の改善
努力が遅れており、食品製造業では 2000 年から
2020 年にかけてわずか 6% しか減少していない 14。
ある米国の飲料会社では、冷蔵飲料用の自動販売
機が同社の事業用機器の中で最も大量の二酸化炭
素を排出していた。そこで同社はボトラーやサプラ
イヤーの協力の下で、平均的な機器よりも 10% 少
ないエネルギーで運転可能な省エネ型の自販機を
開発し、しかもエネルギー効率向上のために電力
需要の少ない夜間に冷却することで、送電網の利
用効率を高め、排出原単位の高いエネルギー源の
必要性を抑えることができた。

エネルギー対策に有効な行動はあらゆるセクターに
存在するが、各セクターに特有の障壁が足かせと
なって大規模な行動が不可能な状況が続いている。
軽工業と重工業ではエネルギー使用量が異なるため 

（下記参照）、足かせとなる障壁の種類も違う。しかし、
隣接するサプライチェーンの事業者とのコラボレー
ションにより、こうした障壁を低くすることができる。

エネルギー転換に向けた重工業内の変革努力は、
高い生産コストと低い利益率がネックとなり、エネル
ギー使用量が相対的に少ない軽工業に比べて投資
額が高くなる傾向がある。この状況を打破するため
には、新たな資金調達や返済方法を編み出す必要
がある。例えば、古い設備の入れ替えに必要な借入
資金の返済期間延長や、最新機器導入後の改善効
果の共有などで、設備投資に参加する魅力を高め、
ステークホルダーの理解と協力を勝ち取ることができ
るかどうかが成否の鍵を握るだろう。

特に十分な信用力や担保を持たない中小企業では、
資金調達ルートが複雑になっている。この課題は、
銀行や保険会社が中小企業と協力して、必要な資金
調達額に応じたリスクプロファイルに基づいてエネ
ルギー原単位削減を目的とした投資プロジェクトに
適用できるグリーンファイナンス商品 15 を共同設計
することで対処できる。

もう一つの課題としては、特に軽工業の場合に言え
ることだが、エネルギー原単位の削減策に対する認
識が限定的であり、サプライチェーンが分断されてい
るために、変革に向けて一丸となった行動を取る気
運が高まりにくいことが挙げられる。その打開策とし
ては、異業種グループを創設してエネルギー原単位

に関する学習やベストプラクティスの共有を図ること
も一つの手だ。例えば、各参加企業の業務プロセス
に使用する熱の効率を高める介入策の情報や、改善
努力の進捗を確認するためのベンチマークデータを
集めた匿名データベースなどを共有することで、認
識や共通した問題意識を高め合うことができる。 
また、エネルギー関連サービスのプロバイダーとエンド
ユーザーが緊密に協力して、プロバイダーがエンドユー
ザーのエネルギー原単位を積極的に最適化する「エネ
ルギー・アズ・ア・サービス（サービスとしてのエネ
ルギー）」モデルを構築することも効果があるだろう。

長期的には、エネルギーや熱を多用するプロセスで
エネルギー原単位を削減する上での技術的障壁に
も対処する必要が出てくるだろう。その他の障壁に
ついても、同様のアプローチでテクノロジーの進歩
を加速させることが解消の近道になるはずだ。

このセクターで最も注力すべき地域の一つが EMDE
である。その理由は鋼鉄の 54%、メタノールの 58%
が中国で生産され、鉄鉱石の 45% が中国、インド、
ブラジル、南アフリカで採掘されているからだ。し
かし、EMDE の域内では現状、信頼できるエネルギー
源を潤沢に入手することも、業界全体の電化を一斉
に推し進めるのに必要な送電網の容量を十分に確
保することも困難である。そのため、変革を推進す
るにはこのセクターの主力企業が開発業者や政府と
共同でオフテイク契約を結び、クリーンエネルギー
の開発に積極的に取り組むことが望ましい。また、
産業用地のコロケーションで需要を集約し、マイク
ログリッド・ソリューションを開発することも、地方
では重要なテコになる。

障壁を乗り越えて行動するためのコラボレーション

 資金調達や返済
の新たな方法を見つ
けるには、ステーク
ホルダー間の協力が
鍵となる。
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2022年時点の
需要

エネルギーの
節減

エネルギーの
効率化

バリューチェーン・
コラボレーション

実現可能な
エネルギー需要

35

2

5

1

26

エネルギー原単位の削減に有効な介入策の影響
2022年、全地域、EJ

セクター別の具体例：製鉄業界におけるエネルギー原単位の削減策

現在、全世界のエネルギー需要の8%、排出量の7%
は金属製造によるものだ。中でも鉄は採掘される金
属の総トン数の93%を占め、そのうちの95%は鋼鉄
の生産に使用される16, 17。現状の製鉄業界は脱炭素

が困難な部門の一つだが、仮に今すぐ実行できる経
済的、技術的介入策を可能な限り投入すれば、エネ
ルギーの使用量を最大22%まで減らすことができる

（図14を参照）。

改善機会

エネルギー需要の削減に有効な介入策
関係業界全体の対策（研修や LED 照明など）と並行
して、製鉄業界に特化した介入策も講じるべきである。
例えば、あらゆる製鉄会社の既存設備をアップグレー
ドして、運転効率の最適化を図ることなどが考えられ
る。この場合、各社の現行システムで採用されている
製鉄技術の年代や種類ごとに行うことが重要である。

エネルギーの節減：

 – 溶鉱炉で大量にエネルギーを使用するブラスト
噴射などのタイミングを最適化する

エネルギーの効率化：

 – 老朽化した溶鉱炉を費用対効果と効率性の高
いプラグイン式の最新設備にアップグレードする

（廃熱回収機能強化、デジタル最適化や溶鉱炉
の運転効率向上を図るための改良なども含む）

 – エネルギー制御システム（EnMS）を導入する

 – 湿式焼入れからコークス乾式焼入れに切り替え、 
熱を回収、再利用してエネルギー原単位を削減する

バリューチェーン・コラボレーション：

 – 電気アーク炉（EAF）で金属スクラップを鋼鉄
生産に使用する比率を高める

 – 直接還元鉄（DRI）法を採用した EAF で鋼鉄を
生産する比率を高める

製鉄業界のエネルギー需要の削減に有効な介入策の影響図 1 4

出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年
注：変革を推進するためにさらに広範な協力関係を構築するのは、より困難ではあるが、より大きな影響を及ぼす可能性がある。
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障壁を乗り越える民間主導のコラボレーション
需要の変動性：エンドユーザーが保証付き契約を
通じてエネルギー原単位の低い鉄鋼の購入にコミッ
トする事例がある。ドイツの製鉄会社がスウェーデ
ンで計画している新工場建設構想は、持続可能な
鉄鉱石の安定供給、大手エネルギー会社との年間
2.3 テラワット時（TWh）の電力購入契約（PPA）、
約 15 億ユーロ相当の発注を保証する顧客との引取
契約など、サプライチェーン・パートナーシップに
よって実現する運びとなった。この計画は、耐用年
数を迎えた既存プラントに代わる新工場を建設する
ことを目的に立ち上げられ、稼働し始めれば、鋼鉄

一単位当たりの二酸化炭素排出量を 95% 削減でき
るようになると見込んでいる。

質・量ともに限られている金属スクラップの供給：  
製鉄会社や廃鉄リサイクル業者など、製鉄業界のす
べてのステークホルダーが建設会社や政府などと協
力して、鋼鉄を供給するエンドユーザーに対してキッ
クバック契約を提供したり、回収された鉄スクラッ
プの量に基づいて将来の鋼材購入代金を値引きし
たりする仕組みを作ることで、この課題に対応でき
るようになる。

改良技術の長期的な開発も進めるべきである。実
際、未来の製鉄技術の開発を目的とする需要シグナ
ルに焦点を当てた協力体制が、ファースト・ムーバー
ズ・コアリション（FMC）のイニシアチブによって
動き始めている。また、より広範囲にわたってエネ

ルギー需要の削減を図る長期的な介入策もミッショ
ン・ポッシブル・パートナーシップ（MPP）の「Making 
Net Zero Steel Possible（ネットゼロ鋼鉄生産を可
能にする）」と題したレポートで紹介されている。 
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ケーススタディの背景

マヒンドラは 2030 年までにエネルギー生産性（2009 年基準）
を倍増させ、2040 年までにネットゼロにすると公約している

意味合い
持続可能な技術への投資には魅力的なビジネスケースが
存在する

広範囲にわたる地道な変化努力の積み重ねによって、 
大幅な改善を推進できる

最新施設では、効率的な技術を活用することで、稼働初日 
から確実にエネルギー原単位を低く抑えることができる

阻害要因と打開策

タスク
目標達成に向けて業務効率化を推進する

行動

成果
2009年を基準にした 
エネルギー効率の向上率

エネルギー転換計画

持続可能なエネルギー効率への道筋
ケ ーススタディ 1

マヒンドラ：生産台数でインド最大の自動車メーカー

タグ地域

セクター

重点施策

インド

産業

エネルギーの効率化

ビジネスケース

エネルギー診断 エネルギ―原単位のトラッキングと監視

目標を設定：
 – マヒンドラの

すべての事業
活動でエネル
ギー効率を向
上させ、エネ
ルギー消費量
を削減

ベースラインを確立：
 – 既存のエネル

ギー消費量と 
二酸化炭素 
排出量を分析

 – エネルギー使用
量の多い領域を
特定

ギャップを特定：
 – エネルギー

の節減機会
が存在する
領域を評価

A. 小規模プロジェクト：
 – 照明を使用していない

時は、スイッチを切る
 – 照明をエネルギー効率

の高いLEDに変更
 – 工程を修正（例：高効

率の直流（DC）電動機
を導入）

B. より大きな改善効果が 
　期待できるプロジェクト：

 – 統合型ハイブリッドソーラー
HVACシステム

 – コンプレッサーの熱回収
 – ブラシレス直流ファンや電

子整流式ブロワーをはじめ
とするエネルギー効率の高
い機器

軽減できた温室効果ガスの排出（2023年度）

節約できたエネルギー（2023年度）

効率の向上率 

投資額（2023年度）

コスト節減額（2023年度）

>11,000 tCO2e  

 >80,000 ギガジュール 

2009年基準で95%を 
2023年に達成 

（自動車部門） >8000万インドルピー 

>1億インドルピー

阻害要因 打開策

設備投資に必要な初期費用
投資回収期間が典型的に1～3年と
比較的短く済むことも含む、数々の
経済的メリットを強調

工場の操業停止や品質の低下に 
つながる恐れについての懸念

エネルギー原単位の削減に取り組
むことを経営トップがコミット

効果的な規制の不在と炭素価格の
効果不足

エネルギー原単位の削減に向けた
取り組みの進捗状況について報告

2020 2021 2022 2023

70%

45%

60% 58% 55%
61%

95%

87%

（年）

戦略を展開する：2 3 41

出典：IBCメンバーへのインタビュー

自動車 農業
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ケーススタディの背景
 – アラムコは、エネルギー原単位を重視する独自のエネルギー政策を 

すでに取っている
 – 同社は歴史的に、標準的な送電網のエネルギー効率で稼働する 

国営電力網から電力を購入してきた

意味合い
エネルギー原単位削減プロジェクトは、コスト削減だけで 
なく、収益性の観点からも検討すべきである

パートナーシップやクラスタリング（合弁事業など）は、変革
の実現に向けた取り組みが単独行動ではビジネスケースに
不十分な場合に役立つ

デジタル化は、資本支出主導のソリューションをさらに 
継続的に最適化する機会を提供する

阻害要因と打開策

タスク
独自のエネルギー政策で掲げた目標の達成に
向けて、自社の産業用エネルギー供給の効率
と信頼性を高める

行動

成果
自社のエネルギー原単位

エネルギ―原単位の測定と報告

熱電併給システムの変革に向けたパートナーシップ
ケ ーススタディ 2

アラムコ：国が株式の過半数を保有するエネルギー会社（上場）

タグ地域

セクター

重点施策

サウジアラビア

産業

バリューチェーン・コラボレーション、エネルギー効率化 エネルギー転換計画 ビジネスケース

エネルギー使用
状況全般の分析

 – 現在のエネ
ルギー使用
状況を把握す
るため、エネ
ルギー使用
状況の全社
的な分析を
実施

戦略策定
 – 自社のエネルギー政

策を実現するための
包括的なエネルギー
基本計画を策定

 – これには、熱電併給
設備の設置も含む

パートナーの特定
 – 現在および将来の

電力プロジェクトの
ニーズを最適化す
るのに有効な合弁
事業やサードパー
ティのパートナー
を特定

 – これにより、より有
益な資産管理が可
能に

熱電併給設備の設置
 – 信頼性の高い高効率エネ

ルギー発電を可能にする熱
電併給施設を17カ所に立
ち上げ

 – 社内で使用する電力と熱の
エネルギー自給状態を維
持できるよう、配電ブロック
を改良

継続的な最適化
 – すべての熱電併給設備にデジタ

ルモニタリング装置を設置。
 – CHPソフトウェアを含む最適化ソ

リューションを開発
 – 全17施設の45基の熱電併給設備

にCHPソフトウェアを導入
 – これにより、ニーズに合わせて出

力を調整し、余分な蒸気の発生を
回避して、効率的な熱電併給設備
の運転を最大化

阻害要因 打開策

熱電併給設備は非常に
複雑で、エネルギー浪費
の危険性がある

設置前の広範なデータ分析

継続的なパフォーマンスのデジタルモニタリ
ング

業務を最適化するためのカスタム・ソフトウェ
アの作成

熱電併給設備の設置コス
トが高く、設置中に稼働
停止となるリスクもある

業務から排出される天然ガスを燃料として再
利用する能力

熱電併給設備のない施設に余剰電力を効率的
に融通し、収益を上げる営利主導型のビジネ
スモデル設計の可能性の追求

2011 2022

-23%

（年）

2 3 4 51

合計5.3GWの高効率出力を達成し、余剰電力を国営の送電網に供
給した。

二酸化炭素排出量3

注：1 総エネルギー原単位は、電熱併給プログラムとその他いくつかのエネ
ルギー管理プログラムにより、着実に減少している。 2 イギリス熱量単位／
石油換算バレル。 3 電熱併給プログラムのみによる二酸化炭素排出量削減
効果

年700万トン削減

148 BTU/BOE2

113 BTU/BOE
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このセクターは世界のエネルギー需要の約30%を
占めている。また、世界の温室効果ガス排出量の約
三分の一を排出しており、消費するエネルギーは、
建設、冷暖房（約50%）、照明（約20%）、電化製品や
設備機器の運転（約20%）に使用されている18, 19, 20。

このセクターで有効性が検証済みの取り組みを最
大限に実施すれば、必要なエネルギー原単位を約
38%削減し、世界全体のエネルギー需要を12%押し
下げることができるだろう。

建物4.2

改善機会

建物に有効な介入策が個別にエネルギーに与える影響図 1 5

75%
70%
65%
60%
55%
50%
45%
40%
35%
30%
25%
20%
15%
10%
5%
0%

エネルギーの節減 エネルギーの効率化

様々な時代、地域

バリューチェーン・コラボレーション

46%46%

34%

注：データは、エネルギー使用のサブセット（例えば、照明エネルギー原単位へのLED照明の影響）に対する個別介入策の影響を表しており、建物や世界のエネルギー
需要全体に対する影響を示すものではない。青色のデータポイントは、個々の介入策による影響の中央値を示している。使用したデータポイントは、IBCのメンバー 
企業のケーススタディとより広範な調査を組み合わせて得られたものである。
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建物関連のエネルギー需要の削減に有効な介入策図 1 6

エネルギーの節減 エネルギーの効率化

建物関連のエネルギー需要の削減に有効な介入策

1 2 3

‒ 室温を外部条件に近づける
‒ あまり使われていないスペースを

閉鎖する
‒ 使用していない資産（照明や設備など）

の電源を切る

‒ 建物全体の改修（屋根、壁、窓を含む）
‒ ビル管理システムのデジタル化
‒ 高効率HVAC機器の設置 
‒ 熱の電化
‒ LED照明
‒ 古い設備の置き換え（例：コンピューター）

‒ 地域冷暖房システム
‒ 循環性の強化（生産現場やと貯蔵施設の

エネルギー効率向上ソリューションを含む）と
より環境に優しい材料の使用

‒ 建物の設計変更
‒ 地域エネルギー管理システム
‒ デマンドレスポンス（需要対応）プログラム

バリューチェーン・
コラボレーション

エネルギーの節減を図る対策はすべての建物を対象
に実施することができる。一方、エネルギーの効率
化策やコラボレーションの取り組みは、既存の建物
での介入策（改修）、環境配慮型ビル（グリーンビ
ルディング）の新規建設、老朽化した（使用済み）
建物の撤去という三つのアプローチに大別できる。

EMDE では、都市部を中心に人口の増加が見込まれ
るため、まず建築基準法などの法規制の整備状況が
重要になる。なぜなら、必要とされる建物の三分の
二がこうした国々で建てられることになるものの、現

状ではその建築に適用すべき環境基準の厳しい法律
や規制がまだ十分に整備されていないからだ 21。

改修資金を調達しやすくする、あるいは無公害で分
散型のエネルギーシステム統合を含むグリーンビル
ディングの普及を促進するには、官民の協力が大き
な鍵を握る。例えば、ブラジルの不動産デベロッパー
は、サステナブルな近代的ワークスペースの需要増
に対応して、商業用オフィスビルの照明を LED に入
れ替えたり、スマートビルシステムに統合したりす
る改修プロジェクトに取り組んでいる。
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既存のビルのエネルギー需要の削減に有効な介入策の影響図 1 7

2022年時点の
エネルギー消費量

エネルギー効率の
改善が進まなかった
場合の影響

「効率化なし」
シナリオの
2030年予測

実現可能な
介入策の
影響

2030年までに
実現可能な
エネルギー需要

野心的な
介入策の
影響

2030年までに
実現をさらに野心的に
目指した場合の
エネルギー需要

99

29

129

50

79

15

64

削減効果の規模

改修による改善効果は、AI 駆動型ソリューション
の開発が進み、より広く導入されるようになるにつ
れ、さらに拡大し続けることが予想される。AI を
使用した省エネ対策の一例としては、冷暖房空調
設備（HVAC）向けのソリューションがすでに実用
化されており、既存設備の使用エネルギーを AI で
制御する HVAC 管理ソフトウェアを導入することで、
HVAC のエネルギー使用量を最大 25% 削減可能で
ある。

改修は、エネルギー原単位の削減だけでなく、従
業員の体調不良を20% 減らし、生産性を向上させ（1
人当たり年間最大 7,500 米ドル）、年間 320 万人の
新規雇用を創出するなど、より広範な社会経済的利
益をもたらす可能性を秘めている 24, 25。さらに、改
修されたビルの資産価値は約 15% 上昇し、賃貸料
の値上げも可能になる。 
 
 

エネルギー需要を削減するための介入策

改修は、細分化された一連の介入策として位置付け
られる。その大部分は、より効率の高いシステム機器
の導入や建材の使用を前提とした設備投資主導型の
エネルギー効率化対策だ（ケーススタディ3 を参照）。

現在、特に地域冷暖房用のエネルギー供給源とし
て、分散型のエネルギー源を広く活用することを骨
子とする新たなビジネスモデルが台頭している。例
えば、フレシュール・ド・パリ（Fraîcheur de Paris）
が運営するパリ市の地域冷暖房ネットワークでは、
二酸化炭素排出量の最大 50% 削減を計画。20 年間
の利権契約期間中に 24 億ユーロの売上が見込まれ
ている。

建物の改修を大規模に実施し、エネルギーシステムの
改善に重要な役割を果たしていくためには、より広範
なバリューチェーン・コラボレーションが必要になる。

改修は、大きな改善効果を短期間に出すことので
きる重要な介入策となる。その理由は、2050 年の
未来社会で使われる建物の 75% は今すでに存在し

ているからだ 22。また、建物内の占有空間で使用さ
れるエネルギーは、建物のエネルギー消費量の約
70% を占めている 23。

業界別の詳細例：建物の改修
背景

出典：IEA、『World Energy Outlook 2023（世界エネルギー展望2023）』、2023年
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キャッシュフローと資金調達：低コストで投資資金を
回収しやすくカスタマイズされたグリーンリースや
その他の金融商品を設計すれば、改修プロジェクト
の実施件数の上昇を見込むことができるだろう。

 – 金利ゼロのエネルギー効率化プログラムを打ち
出し、エネルギー料金の分割支払を可能にする。
これにより例えば、断熱材の購入に充てる資金
が最長 5 年間で回収できるようになる 26。

 – エネルギー使用量の削減で得られる利益をエネル
ギーの利用者と供給者で分け合うことで初期投資を
不要にする「エネルギー・アズ・ア・サービス（サー
ビスとしてのエネルギー）」モデルや、居住者とテナ
ントの共同出資モデルの利用者拡大を後押しする 27。

 – ビル改修によるエネルギー削減効果の向上を妨げ
る大きな要因には、改修プロジェクトを単独で立
ち上げることができる事業者が限られていること、
また、そうしたプロジェクトを融資案件として引き

受ける代理店が不足していることが挙げられる。
改修件数を増やすためには、保険会社、不動産
所有者と改修業者の間でクラスターを形成し、リス
ク保険に加入して、より多くの改修リスクを保険会
社で引き受けるようにするのも一つの手だ。

 – 手持ち資金や担保が限られる中小企業には、省
エネ保険が望ましい。これにより、質の高い改
修を実現するプロジェクトに打って出てビジネス
モデルを成立させることができる 28。

地域の改修ネットワークを構築して、労働者の技能
を高め、重要な資材を確保する

 – 自治体、大学、専門学校と地域レベルで協力し、
熟練した人材のプールを確保する。

 – 地域の産業クラスターと協力し、重要な資材の供給
可能性と循環性（リサイクルを含む）を生み出す。

環境配慮型ビル（グリーンビルディング）B O X  2

障壁を乗り越えて行動するためのコラボレーション

2050 年までに都市部が約 50% 拡大すると予想さ
れる中、エネルギー原単位の低い建物の設計はエ
ネルギー転換を図る主要な施策の一つである。こ
れは、建物の増加が見込まれる地域の 80% を占
める EMDE においては特に重要な意味を持つ。
環境配慮型ビル（グリーンビルディング）の設計の
重要な特徴としては、エネルギー原単位の低い資
材の使用、パッシブ暖房を可能にする高性能断熱
材、自然光を最大限吸収できるように建物を配置す
る設計、電化された冷暖房システムなどが挙げられ
る。これらを組み合わせることで、建物のランニン
グコストをさらに約 40% 削減することができる 29。

環境配慮型ビルの普及を阻む主な障壁は、従来
のビルに比べコストが高くなること（居住用で約
15% 以上、商業用で 3 ～ 5% 30, 31）、その原理や
利点に対する認識がまだ広まっていないことである。

企業は、法人バイヤーからエネルギー需要の引取
保証を得ることで、この課題に対処可能だ。その
際、初期費用だけに目を向けるのではなく、総所
有コストを考慮に入れることも重要である。また、
広範な変革を実現するには、規格や建築基準法へ
の政府の介入も必要になるだろう（第 5 章「政府
のリーダーシップ」を参照）。
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ケーススタディの背景
2017年から18年にかけて、シュナイダーエレクトリックは 
築25年のマルチテナントビルを取得し、東アジアと日本の 
新たな統括本部とした

意味合い
建物の容積や築年数に関係なく、ビルで使用する 
エネルギー原単位の削減が可能

建物内設備をデジタル化することで、マルチテナント
ビルの改修を柔軟に進めることができる

行政機関の関与は、財政的な障壁の克服や 
エネルギーに関する当事者の意識向上に役立つ

成果
2018年から2020年までの電気消費量の減少

阻害要因と打開策

タスク
 – オフィスを持続可能な施設に変える
 – 改修の高度な専門技術とコスト節約力を実証する
 – 自社の気候変動対策の目標達成をサポートする

エネルギ―原単位の測定と報告

シンガポール本部ビルの改修
ケ ーススタディ 3

シュナイダーエレクトリック：デジタル自動化とエネルギー管理に特化した
スマートビルディング技術の世界的企業

タグ地域

セクター

重点施策

シンガポール

建物

エネルギーの効率化 エネルギ―管理システム 政府関与

阻害要因 打開策
エネルギー効率が低い
既存のビルには構造的
な問題がある

制約条件を克服し、適応性を高めるために
様々なデジタル・ソリューションを導入する

テナントの多様なニーズ
が取り組みを複雑化する
要因となる

建物内エネルギー使用量の均衡化を図るソ
フトウェアを組み込んだ管理システムを導
入して、エネルギーをバランス良く配分する

テナントによってエネル
ギー原単位の削減に向
けた取り組みへの関わり
合い方に温度差がある

各テナントとのコミュケーションを通じて、
それぞれのエネルギーニーズを把握する

シンガポール政府の協力を得て、エネルギ
ー対策を打ちやすくする（助成金や有益情
報の提供、認証制度の設立など）

2018 2020

-45%

（年）

行動

エネルギー使用量の現状
評価：

 – 4つの拠点でのエネル
ギー消費量を評価し、
単一拠点に集約するこ
とが自社で定めたエ
ネルギー削減目標に
合致すると結論付け

 – カランパルスにある 
既存ビルを単一拠点
の設立場所として選択

新拠点の評価：
 – 新拠点を設立する

場所に選んだ既
存のビルのエネ
ルギー使用状況
を評価

 – エネルギー損失や
コストの浪費が著
しい箇所を特定

 – 実施すべき対策
を決定

既存のテナントとの調整：
 – 既存のビルに入居し

ているテナントと協力
してエネルギー使用
状況を把握単一のビ
ル管理システムを通じ
て、既存のテナント向
けにカスタマイズした
エネルギー・ソリュー
ションを設計

低エネルギー原単位
設備の導入：
 – スマートHVACシ

ステムとLED照明
システムを導入

 – 100%再生可能な
エネルギーに切
り替えるために太
陽光発電と蓄電
設備を導入

継続的な最適化：
 – 稼働データと運用データ

に基づいて最適なエネル
ギー使用状態をモデリン
グするためにデジタルツ
インの仕組みを導入

 – エネルギー効率とエネル
ギー性能の向上を図るた
めに、リアルタイムの気象
予測をビル管理システム
に統合

2 3 4 51

45%減少

3,700m3

電気消費量

年間に節約できる水の量
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ここで言う「輸送」とは、モノと人の移動手段（オフ
ロード用の産業車両を除く）で構成されるセクター
を指す。このセクターは、世界のエネルギー需要の
26%、温室効果ガス排出量の 21% を占めている 32。
本白書では、輸送におけるエネルギー消費量のそ
れぞれ 76% と 10% を占める、陸上輸送と航空輸送
における部門別の事例に焦点を当てる 33。 

こうした部門に有効な介入策をすべて実施すると、
輸送業務プロセスに現在必要になるエネルギー原
単位を最大 90% 削減できることが明らかになって
いる。広く実施されれば、輸送業界全体で必要に
なるエネルギー原単位を 21% 削減し、世界全体の
エネルギー需要を 5% 押し下げることができるだろう。

輸送4.3

改善機会

輸送に有効な介入策が個別にエネルギーに与える影響図 1 8

90%
85%
80%
75%
70%
65%
60%
55%
50%
45%
40%
35%
30%
25%
20%
15%
10%
5%
0%

エネルギーの節減 エネルギーの効率化

様々な時代、地域

バリューチェーン・
コラボレーション

38%

14%

33%

注：データは、エネルギー使用のサブセット（例えば、ビジネスクラスからエコノミークラスへの移行の影響）に対する個別介入策の影響を表して
おり、建物のエネルギー需要や世界のエネルギー需要全体に対する影響を示すものではない。に対する個別介入策の影響を表しており、産業界
のエネルギー需要または世界のエネルギー需要全体に対する影響ではない。青色のデータポイントは、個々の介入策による影響の中央値を示
している。使用したデータポイントは、IBCのメンバー企業のケーススタディとより広範な調査の組み合わせから得られたものである。

エネルギー需要のトランスフォーメーション 29



輸送関連のエネルギー需要の削減に有効な介入策図 1 9

エネルギーの節減 エネルギーの効率化

輸送関連のエネルギー需要の削減に有効な介入策

1 2 3

‒ エネルギー原単位の高い移動手段からの
モーダルシフトと公共交通機関の利用

‒ より効率的な車両運転
‒ 交通管理

‒ 小型車への乗り換え、または車両の軽量化
‒ より新しく、より効率的な自動車への乗り換え
‒ 最適化されたルート計画と自動化

‒ 輸送業務の電化
‒ 持続可能な航空燃料（SAF）を含む再生可能燃

料への切り替え

バリューチェーン・
コラボレーション

輸送活動のエネルギー原単位を削減するための技術
的にも経済的にもすでに実行可能で有効な介入策が、
全世界で広範に利用できる状況にある。環境にやさ
しい燃料への切り替えはインフラ（EV 用の送電網容
量など）が整備されている場所に限られるが、現時
点での介入策の活用で大幅な改善が見込まれ、将来
的には画期的な輸送手段（電気飛行機など）の開発・
導入で更なる効果が期待される。

AI の導入もすでに始まっており、輸送品の積載業者
と輸送用トラックの所有者がタッグを組んで、配送を
完了したトラックの荷台の空きスペースを有効活用す
るなど、貨物輸送能力の最適化が図られている。こ
の取り組みが広まれば、輸送ネットワーク全体の必
要車両台数を減らし、輸送業務のエネルギー原単位
を低く抑えられるようになる。この種のソリューショ
ンは、今すぐにでも導入可能だ。一方、変革をさら
に加速させる新たな AI 主導型ソリューションの開発
も着 と々進んでいる。

この先、輸送用エネルギーの全体量が増加すると予
測されている地域の 94% は EMDE 内にある。しかし
こうした国々では現状、信頼できる送電網の容量が

不足しているため、車両（主に二輪車と三輪車）の
電化やエネルギー原単位を抑えた代替輸送手段のコ
スト平準化を阻害する要因となっている。電化を促
進するには、送電網の拡大、グリーンエネルギーの
供給や適切な公共交通手段の整備に力を貸せるすべ
てのステークホルダーの協力が重要だ。企業は、一
部のタクシー会社のように、エコ自動車に切り替える
ことで、エネルギー転換に向けた取り組みに主導的
な役割を果たすことができるだろう。また、より燃費
の良い車両や環境に優しい代替燃料に切り替えるだ
けでも、改善をいち早く図ることができる。

ケニアでは、あるスタートアップがバッテリー交換ス
テーションを段階的に増設しながら、電動バイクの
普及に努めている。この新興企業は、新しい電動バ
イクの購入を検討しやすくするユーザー向けの奨励
策として、購入価格の約三分の一を自社が負担する
支援プログラムを展開。ユーザーは、購入代金の残
額と同社が運営するバッテリー交換ステーションの
利用料を日割り計算した一定額を同社に毎日支払う。
例えば、このプログラムを通じてバイクまたはスクー
ターを購入したユーザーは、約 6 ～ 11 米ドルを一
日当たりの負担額として支払っている。
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航空業界ではエネルギー使用量が急拡大しており、
人口増加と世界的な富の増大に伴い、旅客数は年
率約 4% で増加すると予測されている 39。

低コストの代替燃料がまだ利用できない今、航空
業界のバリューチェーンに含まれる事業体は、エ
ネルギーの節減とエネルギー効率の向上を図る対
策に注力することで変革を推進できる。これには、
社員の出張に飛行機よりもエネルギー消費量が少
ない鉄道などの利用を奨励する社内方針への転換
などが考えられる。社員がこの方針に沿って行動す
るようになるには、カーボンフットプリントを加味し
た出張予算や手当基準の導入、予約プラットフォー
ムへのデータの同期、社員教育の強化などが有効
な施策になるだろう（ケーススタディ3 を参照）。

航空機メーカーや航空会社には、軽量化を優先し、
古い機体をより効率的な最新型に置き換えるペー
スを高めることが求められる。この取り組みを加

速するには、政府と産業界が協力し、フライトの
効率化で財務改善を可能にするソリューションを
見出すことが重要な足がかりとなる。

「持続可能な航空燃料（SAF）」は、既存のインフ
ラを利用して、変革を促進するための先行投資に
必要な初期費用を抑えることで、航空業界のエネ
ルギー使用量を削減する有力な機会を提供する。
SAF の主要な課題の一つは、廃棄物由来の投入
原料の供給が標準的なジェット燃料に比べてコス
ト高になることだ。この課題は、オフテイク契約
を活用して、新たな需要を生み出し、SAF 市場の
規模拡大を可能にすることで克服することができ
る。その一例として、ボストン コンサルティング 
グループ（BCG）は、2030 年までに従来のジェッ
ト燃料の 5% を SAF に置き換えることにコミットし、
航空会社、燃料メーカーや持続可能な航空バイ
ヤー連合（Sustainable Aviation Buyers Alliance）
などの関係団体とオフテイク契約を結んでいる。

業界別の具体例：電気自動車の導入

航空業界B O X  3

改善機会

障壁を乗り越えて行動するためのコラボレーション（乗用車の場合）

ノルウェーでは、国内で販売される自動車のほとん
どが電気自動車（EV）になるまでに 20 年以上を要
したが、その割合は現在 80% を超えている 34。 
EV の価格が低下し（2010 年から 19 年にかけて 
約 33% 減 35）、入手が容易になり、航続距離が伸びた

（2010 年から 2021 年にかけて平均 2.7 倍増 36）結果、
EV の導入が過去最高の勢いで進んでいるのだ。EV
は、燃料を消費して得られる熱エネルギーを機械エ
ネルギーに変換して動力を得る内燃機関（ICE）搭
載の ICE 車よりも最大約 50% 効率的であり 37、入力
電力が低炭素または無炭素のものであれば、排出
量の削減効果はさらに大きくなる。すべての自動車

が EV に置き換わると、世界の輸送エネルギー需要
を最大 22% 削減することにもつながるだろう。

自動車の電動化がエネルギー対策として果たす役割
は拡大しているが、排出量の約 38% を占める大型
車の電動化はまだ初期段階だ 38。また、送電網の
容量に限界がある南半球で電動化が実現する可能
性はまだ低い。しかし、どの国の企業も今すぐ行動
を起こすことができる。より効率的な車両に乗り換え
ればエネルギー原単位を削減でき、代替燃料を活
用すれば排出原単位の削減も可能だからだ。

EV の普及は、インフラ整備と充電ポイントの設置場
所の確保に大きく依存している。現時点でこの二つ
の障壁をクリアできる市場は、電力供給量を柔軟に
調整でき、送電網が大規模に整備され、再生可能
エネルギーも供給可能な経済圏に限られる。充電
ポイントの許認可や系統接続は複雑な場合が多く、
それも EV の普及を遅らせる要因となっている。

エネルギー会社、金融機関と行政が一体となって、
グリッド送電網の容量拡大や電力供給量の柔軟な
調整を可能にするプロジェクトの計画や開発を推し
進めれば、送電網の接続容易性を向上させること
ができる。そのためには、こうした官民のステーク
ホルダーが、送電網の接続性向上を目標とする計
画の立案プロセスを簡素化し、優先順位を高める
よう働きかけるロビー活動を展開することが望まし
い。民間資本や労働力を提供し、接続拠点を新設
するプロジェクトを支援してもよい。また、金融会
社やエネルギー会社は、家庭や商業施設での充電

ポイント普及を促進する商品開発へのさらなる注力
が求められる。

充電ポイントの運営会社は、不動産所有者、エネル
ギー会社、金融機関や行政当局と協力し、駐車スペー
ス付きで立地条件の良い候補地（スーパー、職場、
ホテルなど）を特定し、収益分配モデルによる設置を
提案して、充電ポイントの展開を加速することができる。

EV を手頃な価格で購入できるようにすることも、課
題の一つである。高額なイメージがまだ残る EV の
価格面の懸念を払拭し、社用車の EV 化を奨励する
には、自動車メーカーやその他のステークホルダー
が EV の相対的なメリットや利用可能なオプション
などの情報提供キャンペーンを実施することが有効
な対策となる。政府と自動車メーカーの共同出資で
EV 購入者向けの補助金制度を創設し、事業用 EV
を大量一括購入する企業が初期費用や総所有コス
トを抑えられるようにすることも検討に値する。

 EVはICE車に比
べて最大約50%
のエネルギー効
率向上が可能で
ある。
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ケーススタディの背景
カーニーは、SBTiが承認した短期および長期のネットゼロ排
出削減目標を持つ最初のグローバルコンサルティング企業
である

意味合い
継続的なモニタリングと進捗管理が、正確な情報に
基づく意思決定を可能にする

成長を抑制することなく、変革に向けた改善効果を
低コストでも実感できることが実証された

阻害要因と打開策

タスク
SBTiの短期目標に沿って、2030年までにスコープ3の排出 
絶対量を30%削減するために、航空機を使う出張を削減する

成果
従業員一人当たりのフライト数

行動変容

従業員インセンティブによるモーダルシフト
ケ ーススタディ 4

カーニー： グローバル経営コンサルティング会社

タグ地域

セクター

重点施策

グローバル

輸送

エネルギーの節減 経営陣の支持

情報に基づく意思決定

従業員1人当たりのフライト数を50％削減しつつ、 
事業としては2桁の成長率を達成

阻害要因 打開策

炭素排出量をリアルタイムで計
測するサードパーティ製計算機
が不足している

社内で炭素排出量をトラッキ
ングできるソリューションを開
発した

従業員の関わり方がまちまち 従業員のフィードバックを募る
仕組みを取り入れた

サプライヤーと共同でIT統合
を図った

対象を絞った透明性のあるコミ
ュニケーション戦略を実行した

オンサイトで働く意識が根強く
残っている

ハイブリッド形式でチーム間の
業務をこなすようにした

2019 2022

-50%

（年）

行動

ベースラインを
設定：

 – 全社的な出
張活動の基
準レベルを
設定 

行動指針を確立：
 – グローバル・トラベ

ル・ポリシー
 – 利用可能な旅行イン

フラと地域ごとにポ
リシーを微調整

 – 方針の変更とその理
由についてのコミュ
ニケーションを積極
的に推進

グローバルレベル：
 – オフィス内に航空機

を利用した出張を
管理するダッシュ 
ボードを導入

 – ハイブリッド型および
リモート型の働き方
を奨励 

ローカルレベル：
 – サステナブルな移動

方法（従業員間の乗
用車の相乗りなど）
を促進するための
国別の方針や奨励策
を設定

トラッキング、モニタリングと 
成長：

 – 透明性を高めるための
継続的なトラッキングと
報告をルーチン化

 – 従業員と共に方針を 
見直し

 – 2024年の社内炭素取引
制度導入を計画中

2 3 41

出典：IBCメンバーへのインタビュー

効果的な施策を策定
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政府のリーダーシップ5

各国政府は、エネルギー転換計画の策定、 
官民協力の促進、業界別の規制の強化、 
インセンティブの付与や情報の提供を通じて、
変革を推進することができる。

各国政府はすでにエネルギー需要に焦点を合わせ
始めており、120 か国以上がエネルギー効率の改
善率を年平均で 2 倍にすることを公約に掲げてい
る。政策立案者が効果的な対策を講じるためには、
従来からある税金面の優遇や補助金といった公的

制度を活用して特定の業界あるいはセクター内の特
定の施策を対象とした環境整備に注力する必要が
ある。どの国も、大局的な方向性を示す抜本的政
策や具体的な行動指針など、エネルギー転換を推
進する数多くの行動を取ることができる。

大半の国はネットゼロ目標を独自に定めるか、グ
ローバルなエネルギー効率の年間改善率を倍増さ
せることにコミットしている。しかし、そうした公約
の実現に向けた日々の地道な活動の内容は、詳細
なエネルギー転換計画はおろか、具体的な実施計
画によって定義されているわけではない。現存する
国家的計画の大部分は長期的な視野（2040 年以降
を見据えて）で立案されたものであり、エネルギー

源をこの先どうしていくべきかに焦点が絞られてい
る。また、そうした計画では、エネルギー消費のあ
り方をよりきめ細かく管理するための対策にはほと
んど触れられていない。したがって今、各国政府に
強く求められるのは、エネルギー供給と同様にエネ
ルギー需要にも焦点を当てたエネルギー転換計画
を策定することである。計画に盛り込む必要のある
要素を図 20 に示す。

エネルギー原単位の削減に向けた政策提言

エネルギー転換計画の策定

エネルギー需要の削減に主眼を置いた活動の特徴とエネルギー転換計画に取り入れるべき行動図 2 0

エネルギー原単位を意欲的に削
減する明確な方針と道筋を示す
‒ より広範な世界的目標（エネル

ギー効率の改善率の倍増など）
に連動した、全体およびセクタ
ーごとの野心的な目標を定め
る

‒ 自社の業務改革を達成すること
を優先する

‒ エネルギー原単位を削減する
分野を特定し、それが不可能な
場合は炭素原単位の削減に専
念する

‒ 経営者としての評価と意思決定
権を持つ官民のアクターで構成
される、一元化された実行／調
整チームを作る

社会の意識向上に注力する
‒ 透明性のある公開データ

をトラッキングする
‒ 業種別に期待される実績

のベンチマークを公表す
る

努力目標に関する明確なガイドラ
インを示し、エネルギー原単位の
削減を促進する行動として許容さ
れる活動を支援する
‒ エネルギー監査への資金提供と

実施を義務化する
‒ エネルギー原単位の削減もグリ

ーン認証プログラムの対象項目
に加える

‒ エネルギー市場を自由化し、自
家発電、エネルギーの託送、ダイ
ナミック・プライシングを可能に
する

‒ インフラ整備（送電網や供給網
の整備など）を容易にするため
に、許認可プロセスを簡素化す
る

‒ 目標を達成できるよう、従業員の
スキルアップを図る

正と負の両インセンティブを設定して
、取るべき行動を奨励する
‒ 炭素税とエネルギー税を導入する
‒ エネルギー効率向上を目的とした

投資活動に対する税制優遇措置
を設ける

‒ ベストプラクティスを認定する認
証制度を設立する

エネルギー転換計画の策定

リーダーシップ 情報の提供 規制の強化 インセンティブ
の付与
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EMDE と先進国

エネルギー転換計画の実施に関する課題と機会は、
地域によって広く違いがある。また、実施に伴う政
治的・経済的コストも、各経済圏のエネルギー需
給状況によって大きく異なる。

大規模で多様な上流エネルギー源を有し、送電網
が高密度に統合されている先進国では、脱炭素化
を推進する方法として、現在すでに稼働している送
電網を通じて再生可能エネルギーを大量に供給す
ることに主眼を置いており、このアプローチは理に
かなっている。同時に、エネルギー原単位の削減
を追求することについても、多くの利点が内在して
いる。エネルギー原単位を削減、またはこれまでと
同じかより少ないエネルギー量で生産量を増大でき
れば、収益性を確保し、競争力を維持しながら総
エネルギーコストも抑えることができるからだ。

対照的に、エネルギー源が限られ、送電網の規模
や接続性にも限界がある EMDE で は、エネルギー
消費のあり方を管理し、供給を確保するための施策
と経済成長対策を両立させることが極めて重要にな
る。こうした国々のパブリックセクターが、地域別
のニーズに高度に適応するエネルギー転換計画の
策定と推進が急務であろう。

EMDE で政策の立案と実行に成功した例として、イ
ンドの UJALA プログラムがある。インドでは 2015 
年に、国内で当時使用していたエネルギーの 27%
を占める家庭用照明でエネルギーとコストが無駄に
浪費されていたことを認識するようになった。そこ
で調査したところ、設置されている照明器具のうち、
効率的な LED はわずか 0.4%しか使われていないこ

とが判明。LED 電球は白熱電球に比べて消費電力
が 75% 少なく、寿命が約 25 倍長いにもかかわらず、
価格が高いことが普及を妨げていた。インド政府は
この障壁を次の 4 つの方法で克服した。

 – LED 電球を大量に調達する事業者の入札を実施

 – LED 電球を広く流通させるために、州政府なら
びに電力会社とオフテイク・バリューチェーン契
約を締結

 – 電気料金を前払いまたは実際の使用量に応じた
請求額を後払いする、二択の支払い方法を提供

 – 農村部の家庭を対象に、使用可能な白熱電球
を LED 電球 1 個と交換するスキームを構築

インドではこうした施策を通じて LED 電球のスケー
ルメリットを生み出すことで、 LED に切り替える際の
電球 1 個当たりの初期費用を 0.8 米ドルまで引き下
げることに成功。その結果、2020 年までに 11.5
億個以上の LED 電球が普及し、年間 25 億米ドル
以上、約 470 億キロワット時（kWh）を節約するこ
とができた 40。

これは、先進国が時間をかけて追求しなければな
らなかった漸進的な改修を回避し、高原単位技術
から低原単位技術へと一気にシフトすることができ
る EMDE ならではの成功例の一つだと言える。この
ような飛躍的な改善成果は、BIT のどの分野でも実
現可能である。

EMDE内のパブリックセクターで適用可能な行動のバリエーション図 2 1

産業

パブリックセクターの推奨行動例
‒ 暖房、製錬や採掘設備の電化を促進

できるよう、送電網の電力供給範囲を
拡大する

‒ 電動機の最低エネルギー消費効率基準
（MEPS）をセクター横断的に導入する

‒ エネルギー管理システム（EnMS）の
導入に関する情報や規制を周知する

建物

パブリックセクターの推奨行動例
‒ （基準や規制に関する）意識向上

キャンペーンを展開する
‒ 建築基準法（MEPS）を設計・施行し、

大規模な改修プログラムを（まずは
公共建造物から）開始する

‒ 送電網のモジュール化／マイクロ
グリッド化ソリューションの開発に
投資し、許認可プロセスを標準化する

‒ 従業員のスキルアップを支援する

輸送

パブリックセクターの推奨行動例
‒ 二輪車と三輪車の電動化を可能にする

分散型エネルギー・ソリューションを
開発する

‒ 自動車に適用する最低燃費基準を
導入する

‒ 公共交通機関を改良してモーダル
シフトを実現する

ケーススタディ
2015年から2017年にかけて、メキシコ政府は中小企業のEnMS導入を促進することを目的としたCONUEEプログラムを
実施した。このプログラムには、エネルギー管理システム（EnMS）に関する情報の提供や労働者の訓練計画を含む。
この取り組みにより、年間57.7ギガワット時（GWh）のエネルギーの節減、14.8キロトン（kt）の二酸化炭素排出量の削減、
500万ドルのエネルギーコストの節約ならびに製品品質と全体的な生産性の向上を実現できた。

出典：アジア太平洋エネルギー研究センター『Compendium of Energy Efficiency Policies in APEC（APEC 各エコノミーの省エネルギー政策大要）』2017年
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セクター別レベルでの情報共有、規制強化と 
インセンティブ

各国政府は BIT のいずれの分野でも、本白書で紹
介してきた手段を有効活用すると共に、企業と協力
して、その活用を広く奨励する行動を起こすことが

できる。推奨例を図 22、23、24 にまとめた。ただ
しこれらは議論を深めるための参考例に過ぎず、こ
の他にも取るべき行動はまだある。

エネルギー需要の削減に主眼を置いたエネルギー転換計画に取り入れるべき 
「産業」を対象とした特定行動

図 2 2

コラボレーション
‒ 行動変容を促すために、利用可能な技術や

ベストプラクティスに関する業界情報
キャンペーンを展開する

‒ 機械やプロセスにエネルギー原単位を
表示する制度を導入する

‒ 産業別に予想されるエネルギー原単位
レベルの公的ベンチマークを作成し、
目標未達の事業者を公表するようにして、
全体の意識向上を図り、改善行動への
積極的な関与を促す

単独行動
‒ 行動変容を促すために、利用可能な技術

やベストプラクティスに関する業界情報
キャンペーンを開始する

‒ 全業界を対象としたすべての産業に最低
エネルギー消費効率基準（MEPS）を導入
する

‒ エネルギー監査を実施する
‒ 政策のビジネスケースにエネルギー問題

の改善効果以外に得られる恩恵の期待値
も見積もる

‒ エネルギー管理システム（EnMS）、エネル
ギー測定・管理フレームワーク（ISO50001
など）の導入を促進する

コラボレーション 
‒ 企業が高原単位鋼材を購入する際の障壁

を高くする法律を制定する

単独行動
‒ エネルギー効率の向上を目的とした

投資活動に適用する税制優遇措置
（設備の償却期間の短縮など）を設ける

コラボレーション
‒ 政府所有の製品を含めた、廃棄製品

からの鉄スクラップの回収事業に
資金を提供する

‒ 業界関係者間の協力体制を構築する
ための資金や仕組みを提供する

産業

情報の提供 規制の強化 インセンティブの付与

EU、米国、カナダ、日本などは、産業用電動機の
最低エネルギー消費効率基準（MEPS）を採用して
いる。この最低基準値方式を適用する国々では、対
象となるすべての機器のエネルギー消費効率を国

際効率基準値（IE）の効率クラス IE3 以上に切り替
えることが求められている。この切り替えにより、日
本の製造業では 2000 年から 2012 年の間にエネル
ギー消費量が約 20% 削減された 41。

パブリックセクターの推奨行動例：産業
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エネルギー需要の削減に主眼を置いたエネルギー転換計画に取り入れるべき「建物」を対象とした特定行動図 2 3

コラボレーション
‒ 一般市民向けの啓発キャンペーンを実施

する
‒ エネルギー消費状況をトラッキングする

デジタル公共ツールの設置を義務付ける
‒  建物の性能や基準に関する情報を掲載

した出版物を発行する

単独行動
‒ 建築基準の一部として、時間の経過と共に

基準値を引き上げる住宅や商業ビルの
最低消費効率基準を新たに規定する

‒ ゼロカーボン社会を実現するために、
新築する建物はすべて環境配慮型ビルと
して設計することを義務付ける法律を
制定する

‒ 許認可を含む行政手続きを短縮化する
‒ 解体する建物から鉄スクラップを回収

することを義務付ける法律を制定する

単独行動
‒ 改修や電化を広く促進するためのプログラム

と専用資金を配分する

コラボレーション
‒ 改修費用の資金源として利用できるグリーン

ローンの創設と提供を支援する
‒ 雇用と経済成長を生み出すため、また重要

資材の供給拠点やリサイクルセンターとして
機能するエネルギー・コミュニティを地域ごと
に立ち上げる事業に投資する

建物

情報の提供 規制の強化 インセンティブの付与

カリフォルニア州公益事業委員会 42 は 2010 年に、
エネルギー効率の向上を図る目的で計画する設備
投資やビルの改修プロジェクト（居住用は対象外）
を支援するために、ゼロ金利融資プログラムを開始
した。2023 年 8 月からは、水源ヒートポンプの購

入や EV 充電インフラの整備にも同プログラムを利
用できるようになった。この融資制度の利用者は、
ローン（5,000 ～ 400 万米ドル）をエネルギー料
金の月賦で支払い、返済期間は最長 5 年まで設定
できる。

パブリックセクターの推奨行動例：建物

エネルギー需要の削減に主眼を置いたエネルギー転換計画に取り入れるべき「輸送」を対象とした特定行動図 2 4

コラボレーション
‒ 低原単位の交通機関の利用を奨励する

政府主導の推奨移動要綱を設定する

単独行動
‒ 平均的な車両サイズ／重量許容値を

引き下げる

コラボレーション
‒ ゼロエミッション車や低排出ガス車（EVなど）

の普及を支援する政策やインセンティブ
制度を実施する

‒ 都市部に低排出ガス義務区域を設ける
‒ 充電ポイントの設置を重点的に進めることを

規定する条項を都市計画関連法に加える
‒ EV用の電気容量と接続ポイントを十分に

確保できるように、送電網のインフラ整備
計画を見直す

‒ 需要シグナルを活用して、民間団体と協力
して期限を定めた、高排出ガス車の段階的
廃止を着実に進める

単独行動
‒ モーダルシフトの実現を目標にした、公共

交通機関の整備計画（既存の都市交通網
の延伸計画を含む）に投資する

‒ 自治体や国が保有するすべての車両の
運行ルート最適化計画に投資する

輸送

情報の提供 規制の強化 インセンティブの付与

ベルギーでは内燃機関（ICE）搭載車から EV へのシ
フトが加速している。現在、EV は同国の新車市場の
約 50%を占めるに至っている。この状況は、社用車
を EV に切り替える事業者に対する税金面の優遇措
置によって生まれた。このプログラムには、2028 年

までに ICE 車の税額控除を段階的に廃止して、 
100%の税額控除が維持される EV への切り替えを
促し、新たに設置する充電ポイントには 200%の税
額控除を最初の数年間適用することなどが盛り込ま
れている43。

パブリックセクターの推奨行動例：輸送
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結論
エネルギー需要の変革を実現するには、エネルギー
供給の変革と同様に、エネルギー転換を加速させ、
商業的利益をもたらすための努力を全世界で集中的
に続ける必要がある。こうした弛まぬ努力の結集を
通じて公約とする目標を達成するためには、企業が
積極的に以下の行動を取ることが求められている。

 – エネルギー使用量の基準値を設定し、一元的な
説明責任を直接負うための仕組みとして、三つ
のレベルのすべてでエネルギー効率を高めるプ
ログラムを策定する。

 – この活動と目標設定を、自助努力とサプライ
チェーンとの協力を含めて、総合的なエネル
ギー転換計画に組み込む。

 – エネルギーコストの最適化と変革を推進する改
善機会を検討する。

 – エネルギー原単位の削減目標にコミットする（エ
ネルギー原単位改善率の倍増など）。

 – 政策立案者と協力して、詳細な政策枠組みとエ
ネルギー転換計画を策定する。特に、取るべき
行動の足かせとして現存する阻害要因を取り除く

（資金調達の容易性を高めるなど）。

IBC は、2024 年にプロジェクトの第 2 フェーズに
移行する。引き続き、エネルギー需要の課題克服に
向けた歩みを着実に前進させる、さらなる方策を 
探求していく。
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付録
モデリング手法A1

モデリングの目的
 – エネルギー原単位削減を図る介入策を実施した

場合の潜在的な影響度（改善効果の規模）を
理論的な時間軸で定量化すること。

アプローチ
1.  個別の介入策が特定業種のエネルギー消費量に

及ぼす影響度を確認する

a. 詳細調査を行うセクターの選定

i. 世界全体のエネルギー需要の 94% を占める
三つの業種である建物・産業・輸送（BIT）
を分析対象とした。

ii. これらの業種に属するセクターの中から、エ
ネルギー消費量、炭素排出量、インターナ
ショナル・ビジネス・カウンシル（IBC）の
メンバー企業との関連性に基づいて選定し
た業界を詳細分析対象セクターとした。

iii. 詳細分析対象として最終選考に残ったセク
ターは、航空、陸上輸送、商業ビル、居住用
ビル、採取と採掘、鉄鋼、化学、その他である。

b. 介入策とその影響度の特定

i. 選定した各セクターのエネルギー需要を減少
させることでエネルギー原単位を削減できる
ことが既存のケーススタディの影響度分析で
実証されている有効な介入策（例：エネル
ギー管理システム）をセクターごとに特定した。

ii. そうした介入策が各セクターのサブカテゴ
リー（サブセクター）に及ぼす影響につい
ては、IBC メンバー企業の事例と、より広範
な机上調査に基づいて確認した。その結果、
エネルギー原単位を最大 90% まで削減でき
るほど影響度が大きいことが判明した。

c. 介入策が業種別に及ぼす影響度のスケーリング

i. 一つの介入策が一つの業種全体に及ぼす可
能性がある総体的な影響度を表すために、
その業種に属する各業界に及ぼす影響度の
スケーリングを実施した。

ii. このスケーリングには、1b で確認された影
響度を、介入策の適用可能性（即ち、一業
種内でエネルギーが使用される部分）と浸
透率（即ち、介入策が到達可能な導入レベ
ルの推定値）を掛け合わせる計算式を採用
した。

I.  例えば、乗用車の電動化という介入策の場
合、影響度＝ ICE 車を EV に切り替えるこ
とによって実現できるエネルギーの削減、
適用可能性＝陸上輸送に関連する部分 

（即ち、軽量化した輸送車両の使用）、浸
透率＝電動化される車両の予想割合となる。

2.  特定された介入策が世界のエネルギー原単位に
及ぼす複合的な影響度を計算する

a. 実現可能なビジネスケースとより野心的な目標を
設定したビジネスケースに盛り込む介入策の選定

ii. モデリングする二つのビジネスケースを以下
のように定義 した。

I.  「実現可能」なビジネスケースとは、介入
策を実行できる確度が高く、影響度に関す
る十分なデータが入手可能であることを前
提としたビジネスケースとして定義した。

II.  「野心的」なビジネスケースとは、実現可
能なビジネスケースに盛り込んだ介入策
に加えて、実現がより困難な介入策、また
は潜在的な浸透率の確実性が低い介入策
も含めたビジネスケースとして定義した。

iii. 次に、この二つのビジネスケースに盛り込ん
だ介入策のうち、重複する介入策は除外した。

b.  「実現可能」と「野心的」な介入策が業種別に
及ぼす総体的な影響度の算定

i. 1c でスケーリングされた各介入策の影響度の
合計値を業種別に算出し、各業種のエネルギー
原単位に及ぼす総体的な影響度を算定した。

c. 経済全体に及ぼす影響度を業種別の影響度に
基づくスケーリング

i. 実現可能な介入策と野心的な介入策でそれ
ぞれエネルギー原単位を世界全体でどれほ
ど削減できるかを算出するために、業種別
のエネルギー原単位の削減量を BIT が個別
に占める 2022 年時点のエネルギー需要の
割合と掛け合わせた。

ii. 詳細分析対象外のセクター（「その他」に分
類されたセクター）については、原単位の
削減量の平均値を適用した。

I.  平均的な影響度は、一つの業種で実施す
る他の介入策または BIT 以外でエネルギー
需要が発生する業種（即ち、世界全体の
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需要の 6% を占めるその他の業種）で実
施するすべての介入策が及ぼす影響度を
加味した加重平均影響度として計算した。

3.  エネルギー原単位の削減がエネルギー需要シナリ
オに与える影響を検証する

a.  「効率化なし」シナリオの作成

i. エネルギー原単位の削減が及ぼす長期的な
影響を理解するためには、世界のエネルギー
原単位がこのまま全く改善されなかった場合
に総エネルギー需要がこの先どうなっていく
かをまず知る必要があった。

I.  特定された介入策との重複を避けるため、
エネルギー原単位の過去の傾向（または
既存の政策）に基づいて立てたエネルギー
需要の予測は使用できなかった。

ii.  「効率化なし」シナリオに基づいて予測す
る 2030 年のエネルギー需要は、国際エネ
ルギー機関（IEA）が表明した政策シナリオ

（即ち、現行政策である IEA STEPS シナリオ）
で想定しているエネルギー原単位の改善効
果を除外して計算した。

I.  シナリオの期限としている 2030 年は単に、
介入策がこの時点までに実施された場合
に何が起こり得るかを説明するために選ん
だ節目の年だというだけであり、すべての
介入策がこの時点までに確実に実施される
ことを示唆するものではない。

b. 2030 年まで「効率化なし」シナリオを適用した 
場合の介入策の影響度の計算

i. 2c で求めたエネルギー原単位削減量に、3a
で求めた 2030 年時点のエネルギー需要予
測値を掛け合わせた。

ii. 次に、これを現在の需要と現行の政策（IEA 
STEPS）で想定している需要の伸びから差
し引き、「実現可能」シナリオと「野心的」
シナリオをそれぞれ適用した場合のエネル
ギー需要の絶対的変化量を特定した。

c.  「実現可能」シナリオと「野心的」シナリオでそ
れぞれ設定した諸条件下でのエネルギー需要の
モデリング（2022 ～ 30 年）

i. 需要の伸びは、現在の需要から線形にモデ
ル化し、特定された介入策を実施した場合
に 2030 年までエネルギー需要が総体的に
どのように改善していくかを示すようにした。

ii. このモデルでは、介入策を実施すると、需要
が直線的に改善していくことを想定している。

4.  需要の減少が、エネルギーコストと必要になる 
エネルギーの生成能力に及ぼす影響を推定する

a. 2022 年のエネルギー単価は、エネルギーコス
トの支出額とエネルギー需要に関する IEA の
データに基づいて計算した。

b. これに 3b で求めたエネルギーの絶対変化量を掛
けて例示的なエネルギーの節減レベルを求めた。

i. エネルギー単価は、 現在のエネルギーコス
トの支出額を現在のエネルギー需要で割っ
た額とした。これは 1 エクサジュール（EJ）
当たりの平均価格が計算の対象期間中は一
定のまま変わらないことを想定している。

c. 発電所のエネルギー出力は、入手可能な机上
調査データに基づいてモデル化した。

i. 発電所のエネルギー出力は、石炭火力発電
所の平均エネルギー出力に基づく。

d. 次に、3b で特定したエネルギーの絶対変化量
をこの数値で割ることで、発電所を一基も新設
しなかった場合の例示的なレベルを算出した。

制限事項 
 – このモデリングでは、詳細な業界別の分析で

はなく、需要側で実施する介入策によるエネル
ギー需要削減の可能性を示すことを目指した。

 – すべてのセクターを詳細にモデル化したわけで
はなく、エネルギー需要の大きさ、炭素排出量
の多さ、ならびに IBC のメンバー企業が事業を
展開している業界であることを基準に選択した
セクターのみに絞っている。

 – 各セクター内で実施可能な介入策のうち、本白
書で詳しく取り上げた介入策は、影響度と適用
可能性が確実に定量化でき、それぞれのセク
ターに及ぼす影響が他の介入策による影響と重
複しないものに限定している。 

 – 影響度の数値は、一次調査に加えて、IEA や企
業のウェブサイトなど、様々な情報源から入手
したデータに基づく。より広範な経済への影響
度については、本白書で詳しく取り上げたケー
ススタディで達成できた影響度と合致するようモ
デル化している。

 – 介入策が及ぼす影響度を示す数値は、現在か
ら 2030 年までの間に技術的進歩が全くないも
のと仮定して算出している。そのため、ここで示
した影響度は過去の改善率に基づいて計算した
保守的な数値であり、実際のエネルギー原単位
の削減量はこれより大きくなる可能性がある。

 – 浸透率（即ち、予想される実現可能性に基づく
介入策の影響度のスケーリング）は、2030 年ま
でに展開し始めることが可能と考えられるすべて
の介入策（2030 年までに製鉄業界で鉄スクラッ
プから鋼を製造する電気アーク炉に切り替わると
想定する割合など）を対象に計算している。

 – 本白書で詳しく取り上げていないセクターに及
ぼす影響度については、分析した「建物・産業・
輸送」における影響度の平均値に基づいて推測
した数値を採用。また、この三業種以外で発生
するエネルギー需要への影響度については加重
平均値を適用している。

 – 2030 年における「効率化なし」のシナリオは、
IEA STEPS シナリオとその中で想定している改善
効果から、エネルギー原単位の改善効果を差し
引いた予測値で作成。また「実現可能」モデル
と「野心的」モデルで想定する人口増加と経済
成長は共に、STEPS シナリオで仮定しているそ
れぞれの変化に非明示的に依存している。
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